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概要 

近年、製品システムは複雑化の一途をたどり、その設計においては、製品システム全体

の把握や最適設計の難化、手戻りなどの問題が生じている。このような問題を解決するた

め、製品システム全体を俯瞰的にモデリングし、要求を満たすように適正に設計を行うモ

デルベースのシステムデザインが益々重要となっている。 

しかし、従来のモデリング手法では、概念設計、基本設計、および各詳細設計へと繋が

るシステムデザインのプロセスにおいて、どのような情報をどのような観点で捉えどのよ

うに表現するかといった、一貫したモデリング概念およびモデル記述方法が構築されてい

ないという課題がある。特に、形状や配置といった実体情報がモデリングされておらず、

ハードウェアの詳細設計に繋げることができないという課題がある。そこで本研究では、

概念設計、基本設計から詳細設計へと一貫して繋がる、モデルベースでのシステムデザイン

を可能とするモデリング手法の構築を目的とした。 

その結果、システムデザインはマルチドメインに関する設計であるという点に着目し、

単一設計ドメインからマルチドメインに展開、システム的な観点で整理することで、モデ

リングに必要な情報を抽出、整理した。すなわち、製品システムに関する情報、設計空間

に関する情報、ツール連携アルゴリズムに関する情報、各設計ツールに関する情報という

4 つの観点とそれらの関係で情報を捉えるモデリング概念を構築した。構築したモデリン

グ概念を基に、製品システムモデル、設計空間固有モデル、ツール連携アルゴリズム固有

モデル、設計ツール固有モデルの 4つのモデルを SysMLを拡張して記述し、それらを紐づ

けることで、一貫してモデルベースのシステムデザインが可能なモデル記述方法を構築し

た。さらに、パラメトリックに形状、配置を扱える CAD(Geant4)を用いて、システムレベ

ルでの実体情報のモデリングを可能とした。構築したモデリング手法を放射線計測システ

ムのシステムデザインに適用した結果、一貫したモデリングが可能であり、要求から繋が

る実体情報のモデリングが可能であった。 

以上、本研究では、製品システムデザインにおける、概念設計、基本設計、および詳細

設計へと繋がる一貫した設計プロセスのための、モデリング概念とモデル記述方法を合わ

せたモデリング手法を構築できた。また、放射線計測システムのシステムデザインにおけ

るモデリングと応用展開を行うことができた。これらの知見は、今後より複雑化していく

製品システムのシステムデザインを支援でき、社会を豊かにするより良いものづくりに寄

与できるものである。 
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第 1 章 緒言 

1.1 背景 

本研究は、設計情報をモデルで表現し、製品システムを適正にデザインするモデルベー

スのシステムデザインにおいて、概念設計、基本設計から詳細設計へと一貫して繋がる、

モデルベースでのデザインを可能とするモデリングの基本的な手法を構築するものである。

システムi)、デザインii)、モデリングiii)といった言葉は、広く一般的ではあるが、それゆえ

それらの言葉の定義は様々である。そのため、本論文で用いる上で、脚注ⅰ～ⅲのように

定義する。以降は、それらの定義を前提とする。 

製品システムと一括りで述べたが、その具体例は幾多の種類を数えることができる。現

在、我々の生活、社会を支えているものは、ほとんどが製品システムである。テレビ、冷

蔵庫、洗濯機などの家電機器、スマートフォン、パーソナルコンピュータなどの電子機器、

自動車などの輸送機器、それら全てにおいて、ハードウェア、ソフトウェアが複雑に関係

し、多数の機能を発揮している。そして、近年の科学技術の急速な進歩や高機能・多機能

要求を背景に、製品システムは革新し続けている。一方、構成する要素とそれらの関係の

増加により、製品システムは大規模化、複雑化し、その設計は困難を極めている 5-7)。 

そこで、システム的な観点、つまり、製品システム全体を俯瞰して、要求を満たすよう

に適正にデザインを行うシステムデザインが重要である 8, 9)。設計の上流段階からシステム

デザインを行うことで、システム全体としての適正解を導出できる。これにより、各詳細

設計ドメインへ適正な仕様を分配でき、手戻りの少ない設計を行うことができる。システ 

                                                 
i) 「システム」とは、「一つ以上の明記された目的を達成するために組織された相互に作用

する要素の組合せ」1)とする。また、JIS でも述べられているように、システムは様々な形

態をとる。そのため、本研究の対象とするシステムは、複合名詞を用いて「製品システム」

と明確にする。「製品システム」とは、「ハードウェア、ソフトウェアをシステム要素 1)と

し、要求（目的）を満たすために、それらの要素を機械的、電気的に連結し構成した人工

物」とする。 
 

ii) 「デザイン」とは、「目的をもって具体的に立案・設計すること」2)とする。つまり、「シ

ステムデザイン」とは、「要求を満たすように、ハードウェア、ソフトウェアを含むシステ

ム要素を探索、適正に構成し、システムを具体化すること」である。 
 

iii) 「モデリング」とは、「工業製品、自然物、現象、概念などの実世界の対象物を、様々

な方法でコンピュータ内に表現すること」とし、そのコンピュータ内に表現されたものを

「モデル」とする 3)。実世界の情報を全てコンピュータ内に模写することは極めて困難で

あるため、「モデル」は「ある対象から、当面する問題に必要なデータを抽出し、その対象

を表現したもの」4)である。 
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ムデザインに該当するプロセスは、文明が発展する中で経験的に行われてきたと考えられ

るが、近年の大規模・複雑な製品システムに対応すべく、体系化され、システムデザイン

手法の構築 10, 11)および様々な設計支援技術の構築が進んでいる 12-15)。一般的に製品システ

ムの設計プロセスは、Fig. 1.1 に示すように、マーケティングや企画、概念設計、基本設計、

詳細設計と進んでいく 16)。本研究で述べる理想的なシステムデザインのプロセスは、シス

テム的な観点である概念設計iv)および基本設計v)に位置付けられ、さらに各詳細設計vi)へと

繋がるプロセスである。 

さらに、システムデザインでは、様々なトレードオフを考慮しながら多数の検討、評価

を行うために、コンピュータ上でデジタルに設計情報を扱うことが必要である。そのため、

設計情報をコンピュータ上に表現するモデリングが重要となっている。モデリングするこ

                                                 
iv) 「概念設計」とは、要求を分析し、その要求を満たすための機能や振る舞い、理想シス

テム構成を検討するプロセスを含む。概念設計への入力は企画や要求、ステークホルダの

情報であり、出力は詳細化された要求、機能や振る舞い、システムの方式や理想構成の情

報である。 
 

v) 「基本設計」とは、概念設計の情報を基に、システムを実現するためのより具体的なシ

ステム構造を設計するプロセスであり、ハードウェア、ソフトウェアの各詳細設計ドメイン

への仕様を決定する。基本設計への入力は概念設計結果の情報であり、出力はシステムの

具体的な構造や各詳細設計ドメインの仕様の情報である。 
 

vi) 「詳細設計」とは、基本設計で決定した仕様に基づき、それを現実のシステムへと投影

し作り込むプロセスである。 

Fig. 1.1  Design process overview. 
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とで、設計情報の可視化、理解促進、設計者間での情報共有を支援し、加えて、デジタル

情報となることで一貫して管理、運用することが可能となる。さらに、設計変更時のトレー

サビリティの確保や、改良設計時の設計情報の再利用などのメリットもある。 

しかしながら、モデリングには大きな労力、時間、コストがかかるため、全ての設計情

報を体系的にモデリングすることは難しく、まだまだ熟練設計者の勘と経験で補う設計が

行われているのも事実である。これは、モデリングの概念やモデルの記述方法が様々な観

点から提案されており、一貫して支援できるようなモデリング手法の構築がなされていな

いことが原因の一つである。グローバル化、スピード化が求められる現在のものづくりに

おいて、システムデザインを行うことは必須であり、その設計プロセスを一貫してモデル

ベースで行うためのモデリング手法が求められている。 

 

1.2 現状 

システムデザインを支える規格・標準について述べる。システムデザインのプロセスは、

さらに大きな範囲を対象とするシステムズエンジニアリングの一部として位置付けられる。

システムズエンジニアリングのプロセスはいくつか標準化されているが 17-21)、代表的なも

のとして、国際規格 ISO 1528817)およびその利用方法を示す INCOSE(International Council on 

Systems Engineering)の Systems Engineering Handbook18)がある。システムデザインのプロセ

スは、それらの中で定義されているプロセスのうち、主にシステム要求定義プロセスとアー

キテクチャ定義プロセスに当てはまる。システムのコンテキストやシステムへの要求の明

確化、要求を満たす機能の検討、理想システム構成の創出などを行う考え方とそのプロセ

スが標準化されており、基盤とすることができる。しかし、あくまで概念的な内容のみで、

具体的な進め方や特にモデリングの方法論などについては標準化されていないため、個別

に検討する必要があり、本論文の研究対象はその部分に当たる。ISO 15288 の中で述べら

れているが、モデリングについては、ISO 4201022)で定義されているアーキテクチャ記述標

準に従ったモデリング手法とする必要がある。ISO 42010 によると、アーキテクチャ記述

には Viewpoint の定義が必要であり、Viewpoint にはステークホルダが持つ関心事、使用す

るモデル種別や記述方法などを明記する必要があると規定されている。 

そこで、本論文における“モデリング手法”の定義を行う。前述の通り、モデリングと

は、物体や現象、概念などの実世界の対象を、ある観点で抽象化し、コンピュータ内に表

現することであり、システムのモデリングについても ISO 42010 に同様の内容が規定され
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ている。したがって、モデリングに必要な項目としては、以下の二つが挙げられる。 

① どのような情報を、どのような観点で捉え、抽象化するのか、というモデリングの考

え方、概念。 

② ①で捉えた情報をどのように表現、記述するのか、というモデルの記述方法。 

本論文では、①を“モデリング概念”、②を“モデル記述方法”、①②を合わせて“モデ

リング手法”とする。それぞれの現状技術について以下に述べる。 

まず、①のモデリング概念について、システムデザインと現状技術の関係を、Fig. 1.2 (中

段)に示す。代表的なものとしては、OOSEM(Object-Oriented Systems Engineering Method)23)、

IDEF(Integration DEFinition)24)、FBS(Function-Behavior-State)モデリング 25)が挙げられる。

OOSEMとは、INCOSEのSystems Engineering Handbookでも述べられている、SysML(Systems 

Modeling Language)を用いたMBSE(Model-Based Systems Engineering)の方法論であり、要求、

論理アーキテクチャ、物理アーキテクチャなどのモデリングを行うための手法である。IDEF

とは、システムの機能、振る舞い、構造などを定義するための手法である。FBS モデリン

Fig. 1.2  Conventional modeling concepts and model description methods. 
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グとは、機能、振る舞い、状態の関係を明確にし、機能設計を支援する手法である。 

システムデザインのプロセスのうち、現状のモデリング概念では、要求分析、機能、振

る舞い設計、理想システム構成の推定が支援されている。しかし、Fig. 1.3 (中段)に示すよ

うに、適正システム構造の設計に関しては言及されておらず、システムデザインのプロセ

スを網羅するような体系化されたモデリング概念が不足している。例えば、OOSEM のプ

ロセスにおいては、代替案の最適化と評価が含まれるものの、その具体的なモデリングに

ついては明確に定義されていない。したがって、概念設計、基本設計から各詳細設計ドメ

インに繋がる一貫したモデリング概念とはなっていない。現状では、設計者がそれぞれの

プロセスに適したモデリング概念を用いながら、後述するモデル記述方法で表現し、モデ

リングを行っている。したがって、モデリング概念が不足している部分に関しては、どの

ような情報を、どのような観点で捉え、モデルとして表現するかは、設計者に依存してい

る。また、各設計ドメインの熟練設計者が、モデルとして表現されていない設計情報に関

しては、勘と経験により想像、解釈し、設計情報のギャップを埋め、設計を行っている。 

Fig. 1.3  Coverage for system design process. 
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次に②のモデル記述方法について、システムデザインと現状技術の関係を、Fig. 1.2 (下

段)に示す。概念設計段階では、SysML26)、IDEF24)、FBS モデラ 25)、基本設計段階では、

Modelica27)などの 1D-CAE(Computer Aided Engineering)28)、各詳細設計段階では、各種

CAD(Computer Aided Design)や CAE などが挙げられる。SysML は、要求、振る舞い、構造、

パラメトリックな制約関係を記述することができ、OOSEM を含む MBSE を行うための記

述方法として用いられている 29-31)。IDEF、FBS モデラは、それぞれ前述のモデリング概念

に基づき、表現するための記述方法である。1D-CAE は、機械系、電気系、制御系などマ

ルチドメインに跨る設計をするために、物理現象に着目し、機能とその関係を数式で表現

するための記述方法である。 

Fig. 1.3 (下段)に示すように、システムデザインのプロセスをそのままの記述方法で網羅

できるものは無いが、SysML は、製品システム全体の記述に適しており、モデル記述方法

として有効である 32)。さらに、必要に応じてモデルの意味や表現を拡張することができ、

他のモデル記述方法で表現されたモデルとの連携がなされている 33, 34)。これにより、モデ

ルで表現した設計情報の変換、連携が可能となり、モデルベースの設計を支援している。

しかし、個別のモデル情報、つまりデータとしての変換、連携にとどまっており、システ

ムデザインにおける一貫した汎用的なモデル記述方法としては構築されていない。 

 

1.3 課題 

システムデザインのプロセスに対して、現状のモデリング手法をまとめたものを Fig. 1.4

に示す。概念設計段階ではモデリング手法が構築されており、要求、機能、振る舞い、理

想システム構成の情報とそれらの関係をモデリングすることができる。しかし、基本設計

段階、および基本設計から詳細設計へと繋がる部分については、モデリング手法が構築さ

れておらず、一貫したモデルベースのシステムデザインの実現には至っていない。 

デザインとは、要求(仕様)を満たすように具体化、具現化していくことであり、そこに

は設計者の意図やノウハウ、つまり“デザイン”の情報が介在する。概念設計段階では、

“デザイン”の情報は要求と密接に繋がっており、概念設計のモデリング手法でも考慮さ

れている。しかし、基本設計段階で加えられた“デザイン”の情報を、概念設計から繋げ

てモデリングするモデリング手法が無い。例えば、ある理想システム構成に対して、適正

なシステム構造を導出するために、複数の設計案(ハードウェアであれば部品、形状、材料

の選択など)を検討しても、その設計案はモデリングされるが、どのような要求(仕様)に対
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してなぜその設計案にしたかという“デザイン”の情報はモデリングされない。また、適

正システム構造を導出した後、仕様を各詳細設計ドメインへと分配し、繋げるためのモデ

リング手法が無い。特に、形状や配置といった実体情報について、基本設計段階において

考慮されたポンチ絵レベルの実体情報ですらモデリングできていない。したがって、設計

情報のギャップが生じ、モデルベースの利点である、設計情報のトレーサビリティの確保

や再利用ができず、一貫したモデルベースのシステムデザインの障壁となっている。 

つまり、概念設計、基本設計、さらには各詳細設計ドメインへの橋渡しとなるシステム

デザインにおいて、どのような情報をどのような観点で捉えモデリングすればよいのか、

そのモデリング概念と、それを表現するためのモデル記述方法を合わせたモデリング手法

の構築が必要である。 

 

1.4 本研究の目的と本論文の構成 

そこで本研究では、設計情報をモデルで表現し、製品システムを適正にデザインするモ

デルベースのシステムデザインにおいて、設計情報のギャップを無くす、概念設計、基本

設計、および詳細設計へと繋がるモデリングの概念とその記述方法を構築し、一貫したモ

デルベースでのデザインを支援するモデリング手法の構築を目的とする。現状技術に対す 

Fig. 1.4  Summary and problem of conventional modeling methodology. 
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る本研究の位置付けを Fig. 1.5 に示す。 

本論文は、5 章から構成される。本研究のフローチャートを Fig. 1.6 に示す。第 1 章は本

章である。第 2 章では、システムデザインにおいて、基本設計および各詳細設計ドメイン

への繋がりを考慮し、どのように設計情報を捉えるべきか、そのモデリング概念の構築を

行う。第 3 章では、第 2 章で構築したモデリング概念を用いて定義手法の構築と実装を行

う。第 4 章では、第 2 章、第 3 章で構築した新しいシステムデザインのモデリング手法を

用いて、放射線計測システムを対象としたシステムデザインを行い、検証と応用展開を行

う。最後に、第 5 章で結論を示す。 

 

Fig. 1.5  Position of this study to the conventional technology. 
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Fig. 1.6  Flowchart of this study. 
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第 2 章 システムデザインにおけるモデリング概念の構築 

2.1 緒言 

大規模化・複雑化している製品システムを効率良く適正にデザインし、設計情報のトレー

サビリティの確保や再利用を可能とするモデルベースのシステムデザインが重要である。

しかし、システムデザインのプロセスを網羅するモデリング手法がなく、一貫したモデル

ベースのシステムデザインを実現するには至っていない。そこで本章では、まずモデリン

グ手法に必要なモデリング概念を検討した。以下に、その結果を述べる。 

 

2.2 新しいモデリング概念の提案 

システムデザインは、概念設計、基本設計を行い、詳細設計への仕様を決定するプロセ

スであり、以下のように整理される。 

① 概念設計 

入力：ユーザ要求、ステークホルダの情報。 

(ア) 要求分析：マーケティングや企画で明確化されたユーザ要求(性能、コスト、機

能など)を分析、分解し、また、設計対象の製品システムと外部システムおよび

外部環境との関係を明確にし、製品システムとして満たすべき詳細な要求を明ら

かにする。 

(イ) 機能設計、振る舞い設計：要求を満たすために、製品システムが実現すべき機能、

振る舞いを検討する。 

(ウ) 理想システム構成の推定：要求を満たす機能、振る舞いを実現するハードウェア、

ソフトウェアを含めた理想的な製品システム構成を推定する。 

出力：製品システムの方式や構成の情報。 

② 基本設計 

入力：製品システムの方式や構成の情報。 

(ア) 適正システム構造の設計：概念設計の情報を基に、製品システムを実現し価値を

最大化する適正なシステム構造を導出し、ハードウェア、ソフトウェアの各詳細

設計ドメインへの仕様を決定する。 

出力：製品システムの具体的な構造や各詳細設計ドメインの仕様の情報。 

前章で述べた通り、これらシステムデザインのプロセスのうち、概念設計については、

MBSE を実践するための OOSEM のモデリング概念が有効であり、ベースとして考えるこ
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とができる。しかし、基本設計および詳細設計に繋がる部分に関してはモデリング概念が

構築されていないため、その解決が必要である。 

モデリング概念を構築するためには、どのような情報を、どのような観点で捉えるかを

明らかにする必要がある。基本設計では、製品システム全体としての適正解を導出する。

つまり、製品システムがハードウェア、ソフトウェアから構成され、多数の機能を発揮す

る点から見て、マルチドメインに跨る問題をシステム的な観点で捉え、検討、評価する必

要がある。そこで、マルチドメインに関係する設計に必要な情報を整理し、システム的な

観点でまとめることで、モデリング概念を提案する。 

マルチドメインとは、機械系、電気系、制御系、ソフト系など、様々な設計ドメインを

含むため、まずは 1 つの設計ドメインに対して、設計に必要な情報を整理する。設計とは、

ある設計対象に対して、要求や仕様に合うように設計者が解釈し、目的や意図を持って、

設計案を導出することである 1)。つまり、設計におけるモデルとは、設計対象“Object”に

関する情報と、設計目的や設計意図といった設計“Design”に関する情報を組合せて、写

像したものである。ある設計ドメイン：i におけるモデリング“Modeling”に関する情報を

集合として捉え、表現したものが Fig. 2.1 であり、その関係を式(2.1)に示す。 

 𝑀௜ ⊃ 𝑂௜ ∪ 𝐷௜ (2.1) 

𝑀௜は設計ドメイン i における“Modeling”に関する情報の集合、𝑂௜は設計ドメイン i におけ

る“Object”に関する情報の集合、𝐷௜は設計ドメイン i における“Design”に関する情報の

集合である。 

 

Fig. 2.1  Modeling image of domain i. 
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さらに、実際にモデリングを行う際は、その設計ドメインに適したモデリングツールを

用いて行っている。これは、モデル記述方法やモデリングツールのマニュアルに従って、

モデルを記述しているということである。したがって、実際にはモデリングツール“Tool”

に関する情報も組み合わさっている。そこで、前述の集合に“Tool”に関する情報の集合

追加したものを、Fig. 2.2 に表現し、その関係を式(2.2)に示す。 

 𝑀௜ = 𝑂௜ ∪ 𝐷௜ ∪ 𝑇௜ (2.2) 

𝑇௜は設計ドメイン i における“Tool”に関する情報の集合である。 

以上により、ある設計ドメイン：i におけるモデリング“Modeling”に関する情報を定式

化できた。 

次に、マルチドメインを考慮する。k 種類の設計ドメイン(i=1～k)からなるシステムと仮

定すると、Fig. 2.3、式(2.3)のように示すことができる。 

 𝑀௦௬௦௧௘௠ ⊃ 𝑀ଵ ∪ 𝑀ଶ ∪∙∙∙∪ 𝑀௞ (2.3) 

𝑀௦௬௦௧௘௠はシステムドメイン(マルチドメイン)における“Modeling”に関する情報の集合、𝑀ଵ

～𝑀௞は k 種類の各設計ドメインにおける“Modeling”に関する情報の集合である。 

さらに、式(2.2)を用いて式(2.3)の右辺を式変形すると、下記のように表すことができる。 

  𝑀ଵ ∪ 𝑀ଶ ∪∙∙∙∪ 𝑀௞ = (𝑂ଵ ∪ 𝐷ଵ ∪ 𝑇ଵ) ∪ (𝑂ଶ ∪ 𝐷ଶ ∪ 𝑇ଶ) ∪∙∙∙∪ (𝑂௞ ∪ 𝐷௞ ∪ 𝑇௞) (2.4) 

                                   = (𝑂ଵ ∪ 𝑂ଶ ∪∙∙∙∪ 𝑂௞) ∪ (𝐷ଵ ∪ 𝐷ଶ ∪∙∙∙∪ 𝐷௞) ∪ (𝑇ଵ ∪ 𝑇ଶ ∪∙∙∙∪ 𝑇௞) (2.5) 

𝑂ଵ～𝑂௞は k 種類の各設計ドメインにおける“Object”に関する情報の集合、𝐷ଵ～𝐷௞は k 種

類の各設計ドメインにおける“Design”に関する情報の集合、𝑇ଵ～𝑇௞は k 種類の各設計ド

メインにおける“Tool”に関する情報の集合である。 

Fig. 2.2  Modeling image considering modeling tool of domain i. 
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各設計ドメインとは、システムから見ると各サブシステム(システム要素)の設計である。

そこで、次式のようにまとめる。 

 𝑂௦௨௕௦ = 𝑂ଵ ∪ 𝑂ଶ ∪∙∙∙∪ 𝑂௞ (2.6) 

 𝐷௦௨௕௦ = 𝐷ଵ ∪ 𝐷ଶ ∪∙∙∙∪ 𝐷௞  (2.7) 

 𝑇௦௨௕௦ = 𝑇ଵ ∪ 𝑇ଶ ∪∙∙∙∪ 𝑇௞ (2.8) 

𝑂௦௨௕௦は各サブシステム設計の“Object”に関する情報の集合、𝐷௦௨௕௦は各サブシステム設計

の“Design”に関する情報の集合、𝑇௦௨௕௦は各サブシステム設計の“Tool”に関する情報の 

集合である。 

以上により、システムドメイン(マルチドメイン)における“Modeling”に関する情報の

Fig. 2.3  System consisting of multi-domain (k kinds of domains). 
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集合𝑀௦௬௦௧௘௠は、Fig. 2.4、式(2.9)のように表すことができる。 

 𝑀௦௬௦௧௘௠ ⊃ 𝑂௦௨௕௦ ∪ 𝐷௦௨௕௦ ∪ 𝑇௦௨௕௦ (2.9) 

ここで、サブシステムに関する情報をシステム的な観点から捉え直す。システムには、

サブシステム(システム要素)とそれら要素間の関係が必要である 2)。そこで新たに、各サブ

システム設計の“Object”の関係に関する情報の集合𝑂௥௘௟௔௧௜௢௡、各サブシステム設計の“Design”

の関係に関する情報の集合𝐷௥௘௟௔௧௜௢௡、各サブシステム設計の“Tool”の関係に関する情報の

集合𝑇௥௘௟௔௧௜௢௡を導入すると、Fig. 2.5、式(2.10)、(2.11)のように表すことができる。 

 𝑀௦௬௦௧௘௠ = (𝑂௥௘௟௔௧௜௢௡ ∪ 𝑂௦௨௕௦) ∪ (𝐷௥௘௟௔௧௜௢௡ ∪ 𝐷௦௨௕௦) ∪ (𝑇௥௘௟௔௧௜௢௡ ∪ 𝑇௦௨௕௦) (2.10) 

                            = 𝑂௦௬௦௧௘௠ ∪ 𝐷௦௬௦௧௘௠ ∪ 𝑇௥௘௟௔௧௜௢௡ ∪ 𝑇௦௨௕௦ (2.11) 

𝑂௦௬௦௧௘௠はシステムドメインの“Object”に関する情報の集合、𝐷௦௬௦௧௘௠はシステムドメイン

の“Design”に関する情報の集合である。“Tool”に関する情報については、汎用的に全て

の設計ドメインに対応するようなモデリングツールおよび設計ツールが現状では無いこと

から、個別のツールに対応する必要があり、システムドメインとして統合はできない。 

Fig. 2.4  Organizing information relating to modeling of multi-domain. 
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以上により、システムデザインにおける、マルチドメインに関係するデザインに必要な

情報は、以下の 4 つの情報に整理できる。 

① システムドメインの“Object”に関する情報、つまり、システムデザインで対象とす

る製品システムに関する情報。 

② システムドメインの“Design”に関する情報、つまり、システムデザインを行う設

計目的や設計意図に関する情報。 

③ 各設計ドメインで用いるモデリングツール(設計ツール)間の関係に関する情報。 

④ 各設計ドメインで用いるモデリングツール(設計ツール)に関する情報。 

上記の整理できた情報に従って、システムデザインにおける新しいモデリング概念を提

案する。現状技術として、システムデザインを支援する設計手法やフレームワークは数多

く提案されている 3)。したがって、どのシステムデザイン手法を用いるかで、“Design”の

持つ情報、つまり設計目的や設計意図をどのように与えるかは変わると考えられる。また、

システムデザイン手法やそのフレームワークによって、どのような設計ツールをどのよう

に組み合わせて設計を行うかも変わると考えられる。そこで、前述の②の設計目的や設計

意図に関する情報と、③のモデリングツール(設計ツール)間の関係に関する情報は、シス

テムデザイン手法に依存する情報と考えることができる。 

提案するシステムデザインのためのモデリング概念を Fig. 2.6 に示し、以下にまとめる。 

(I) 製品システムに関する情報：前述の①に相当し、概念設計で導出された要求、機能、

Fig. 2.5  Organizing information relating to modeling of system domain. 
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振る舞い、理想システム構成に関する情報を含む製品システムに関する情報である。 

(II) システムデザイン手法に依存する情報であり、以下の 2 つの情報を含む。 

(II-i) 設計空間に関する情報：前述の②に相当し、システムデザインを行う設計

目的や設計意図、つまりどの範囲でどのような設計をするかという設計空

間に関する情報である。 

(II-ii) ツール連携アルゴリズムに関する情報：前述の③に相当し、各設計ドメイン

で用いる設計ツール間の関係、つまりどのような順番でどのような問題に

対しどの設計ツールを用いるのかという、ツール連携のためのアルゴリズ

ムに関する情報である。 

(III) 各設計ツールに関する情報：前述の④に相当し、各設計ドメインで用いる設計ツー

ルに関する情報である。 

また、これら上記の情報は要求から全て紐づくため、これら 4 つの情報に加え、4 つの

情報を関係付ける情報も必要である。 

以上、システムデザインのための新しいモデリング概念を提案できたので、次節では現

状のシステムデザイン手法で扱う情報との比較を行い、提案した新しいモデリング概念を

検証する。 

 

2.3 提案したモデリング概念と現状のシステムデザイン手法で扱う情報との比較 

2.3.1 SDSI-Cubic(System Design System Integration-Cubic)手法で扱う情報との比較 

本項では、システムデザイン手法の 1 つである SDSI-Cubic(System Design System 

Integration-Cubic)手法 4)で扱う情報と、提案した新しいモデリング概念で扱う情報との比較

Fig. 2.6  Proposal modeling concept for system design. 
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を行う。 

SDSI-Cubic 手法とは、システムデザインの基本設計段階に必要な 5 つの機能を連携し、

さらに、自動実行可能なアルゴリズムにより、製品システムの適正システム構成を効率良

く導出する手法である。5 つの機能とは、製品システムのモデリング、設計タスク抽出、

評価手法構築、設計ワークフロー構築、最適化実行である。モデリング後の 4 つの機能に

ついては、モデル情報を用いて自動実行が可能である。SDSI-Cubic 手法の特徴としては、

マルチドメインに跨る複雑な依存関係を解きほぐし、適正に分割、設計順序を適正に構築

することで、効率良く最適化が可能なことである。 

したがって、SDSI-Cubic 手法では、各機能で必要な情報を全てモデリングする必要があ

る。SDSI-Cubic手法で用いるモデルの例をFig. 2.7に示す。モデル記述方法としては、SysML5)

を採用している。製品システムの構造は Fig. 2.7 上段左側のブロック定義図(bdd Product1)、

それらの構成要素が持つ属性は Fig. 2.7 中段左側の内部ブロック図(ibd Part2)、属性間の関

係は Fig. 2.7 上段右側のパラメトリック図(par Part2)、パラメトリック図で利用される制約

式は制約ブロックを用いて Fig. 2.7 中段右側のブロック定義図(bdd Constraint)に記述する。

これらは製品システムに関する情報である。これらのモデル情報を用いて設計タスク抽出、

評価手法構築、設計ワークフロー構築を行う。さらに、最適化を行うために、最適化問題

を記述するためのステレオタイプを追加し、Fig. 2.7 下段中央の最適化図(bdd Optimization)

に記述する。これは、SysML の拡張機能を利用している 6)。最適化図では、目的関数には

<<objective function>>というステレオタイプを付け、最適化方向の情報を付与する。設計

変数には<<design parameter>>というステレオタイプを付け、数値の型、最小値、最大値、

(もしくは離散値)の情報を付与する。その他のパラメータについては、<<ValueType>>のス

テレオタイプを用いて記述し、数値の型、単位、初期値の情報を付与する。最適化図を追

加することで、最適化までを自動実行可能なモデルとしている。最適化に関する情報、つ

まり設計空間に関する情報が記述されている。 

以上により、SDSI-Cubic 手法で扱う情報は、製品システムに関する情報と設計空間(最適

化問題)に関する情報であることが明らかになった。モデル情報としては、製品システムに

関する情報に設計空間に関する情報が内包される形で記述されている。 

前節で提案したモデリング概念の情報と SDSI-Cubic 手法で扱う情報との比較を、Fig. 2.8

に示す。提案したモデリング概念の情報のうち、(Ⅰ)製品システムに関する情報と(Ⅱ-ⅰ)

設計空間に関する情報は SDSI-Cubic 手法でも扱う。つまり、SDSI-Cubic 手法に対しては、
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提案したモデリング概念でその情報を満たしている。逆に、SDIS-Cubic 手法では、(Ⅱ-ⅱ)

設計ツール連携のアルゴリズムに関する情報や(Ⅲ)各設計ドメインの設計ツールに関する

情報を記述しておらず、理想とするシステムデザインのプロセスのうち、本研究の課題で

挙げた基本設計から各詳細設計ドメインへと繋がる部分が実現できていないことがわかる。

SDSI-Cubic 手法では、マルチドメインに跨る複雑な依存関係を解きほぐすことで、適正な

設計ドメインに分割し設計することができるため、各設計ドメインの設計ツールとの連携

Fig. 2.7  Model example of SDSI-Cubic methodology. 
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を果たすことができれば、システムデザインを支援する有力な手法となり得ると推察でき

る。 

以上、SDSI-Cubic 手法に対して提案したモデリング概念を展開し、理想とするシステム

デザインのプロセスが実現できる可能性を示すことができた。 

 

2.3.2 SLIM(Systems Lifecycle Management)手法で扱う情報との比較 

本項では、SLIM(Systems Lifecycle Management)手法 7)で扱う情報と、提案した新しいモ

デリング概念で扱う情報との比較を行う。 

SLIM 手法とは、製品システムに関係する情報を統合的に扱い管理するために、SysML

で記述したモデルと各設計ドメインのモデルとの連携を取り、モデルを一貫して扱う手法

およびフレームワークである。SysML と機械系 CAD モデル(モデリングツール：NX(シー

メンス PLM ソフトウェア社製))との連携を行うための、SysML で記述したモデルの例を

Fig. 2.9 に示す。製品システムの構造は、Fig. 2.9 左側のブロック定義図で記述する(bdd 

ProductA)。これは、製品システムに関する情報である。パラメータ間の関係をパラメトリッ

Fig. 2.8  Comparison of information of proposal modeling concept  

and SDSI-Cubic methodology. 
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ク図で記述するのだが、製品システムが持つパラメータと NX で記述した CAD モデルが

持つパラメータは必ずしも一致しない。そのため、CADモデルがもつパラメータ(ParameterNXa, 

ParameterNXb, ParameterNXc)を製品システムのモデル内に記述し、それらのパラメータと

製品システムが持つパラメータ(ParameterA)との関係、および関係式を記述する(Fig. 2.9 右

側(par PartB))。これは、設計ツールに関する情報である。上記の記述方法を用いることで、

SysML で記述したモデルと NX の CAD モデルとの対応関係が記述できる。 

以上により、SLIM 手法で扱う情報は、製品システムに関する情報と設計ツールに関す

る情報であることが明らかになった。モデル情報としては、製品システムに関する情報に

設計ツールに関する情報が内包される形で記述されている。 

前節で提案したモデリング概念の情報と SLIM 手法で扱う情報との比較を、Fig. 2.10 に

示す。提案したモデリング概念の情報のうち、(Ⅰ)製品システムに関する情報と(Ⅲ)各設計

ドメインの設計ツールに関する情報は SLIM 手法でも扱う。つまり、SLIM 手法に対して

は、提案したモデリング概念でその情報を満たしている。逆に、SLIM 手法では、(Ⅱ-ⅰ)

設計空間に関する情報や(Ⅱ-ⅱ)設計ツール連携のアルゴリズムに関する情報を記述してお

らず、理想とするシステムデザインのプロセスのうち、基本設計での適正システム構造の

導出が実現できていないことがわかる。これは、SLIM 手法がデザインされた結果を管理、

運用する手法であり、システムデザインの一連のプロセスが考慮されていないためである

Fig. 2.9  Model example of SLIM methodology. 
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と推察できる。 

以上、SLIM 手法に対して提案したモデリング概念を展開し、理想とするシステムデザ

インのプロセスが実現できる可能性を示すことができた。 

 

2.3.3 PDI(Product Data Integration)手法で扱う情報との比較 

本項では、PDI(Product Data Integration)手法 8)で扱う情報と、提案した新しいモデリング

概念で扱う情報との比較を行う。 

PDI 手法とは、製品システムの同じ情報を様々な設計ドメインのモデルに余分に存在さ

せず、モデルおよびツール間の複雑な依存関係を無くすために、中心的な製品システムの

モデルを UML(Unified Modeling Language)9, 10)を用いて記述し、製品データを統合する手法

およびフレームワークである。UML と機械系 CAD モデル(モデリングツール：CATIA(ダッ

ソー・システムズ社製)および SolidWorks(ダッソー・システムズ・ソリッドワークス社製))

との連携を行うための、UML で記述したモデルの例を Fig. 2.11 に示す。製品システムの

Fig. 2.10  Comparison of information of proposal modeling concept  

and SLIM methodology. 
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構造は、クラスとしてクラス図で記述する(class Productα)。これは、製品システムに関す

る情報である。Fig. 2.11 の上側に示す CATIA と連携する場合は、<<catiaProduct>>というス

テレオタイプを付け、構成要素(Partα、Partβ、Partγ)以外に Skeleton という要素も定義する。

クラスに対するインスタンスは、オブジェクト図で記述する(object Productα)。Fig. 2.11 の

下側に示す SolidWorks と連携する場合は、<<sldWorksRootAsm>>というステレオタイプを

付け、構成要素には<<sldWorksPart>>というステレオタイプを付け記述する。構成要素以

外に Feature というクラスも定義する。クラスに対するインスタンスは、オブジェクト図

で記述する(object Productα)が、features という属性には、Ground、Center、Front、PartαLevel、

Fig. 2.11  Model example of PDI methodology. 
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PartβJointLevel、PartγJointLevel、PartγRotationAxis、PartγOrientation といった値を定義する。

これらは、各設計ツールに関する情報である。上記の記述方法を用いることで、UML で各

設計ツールのモデルが記述でき、製品データ(モデル)を UML で記述した製品システムのモ

デルに統合することができる。 

以上により、PDI 手法で扱う情報は、製品システムに関する情報と設計ツールに関する

情報であることが明らかになった。モデル情報としては、製品システムに関する情報に設

計ツールに関する情報が内包される形で記述されている。 

前節で提案したモデリング概念の情報と PDI 手法で扱う情報との比較を、Fig. 2.12 に示

す。提案したモデリング概念の情報のうち、(Ⅰ)製品システムに関する情報と(Ⅲ)各設計ド

メインの設計ツールに関する情報は PDI 手法でも扱う。つまり、PDI 手法に対しては、提

案したモデリング概念でその情報を満たしている。特に、Fig. 2.11 の例を見ても明らかな

ように、同じ Productα という製品システムを記述しているが、CAD ツールによって異なる

モデルとなっている。つまり、前節でも言及したが、(Ⅲ)の各設計ツールに関する情報は

システムとして統合することはできず、各設計ツールに適した形で情報を扱う必要がある

Fig. 2.12  Comparison of information of proposal modeling concept  

and PDI methodology. 



27 

ことを示している。PDI 手法では、(Ⅱ-ⅰ)設計空間に関する情報や(Ⅱ-ⅱ)設計ツール連携

のアルゴリズムに関する情報を記述しておらず、理想とするシステムデザインのプロセス

のうち、基本設計での適正システム構造の導出が実現できていないことがわかる。これは、

SLIM 手法同様に、PDI 手法がデザインされた結果を管理、運用する手法であり、システム

デザインの一連のプロセスが考慮されていないためであると推察できる。 

以上、PDI 手法に対して提案したモデリング概念を展開し、理想とするシステムデザイン

のプロセスが実現できる可能性を示すことができた。 

 

2.4 新しいモデリング概念の構築結果と考察 

本章では、システムデザインのプロセスを網羅するモデリング手法がなく、一貫したモ

デルベースのシステムデザインを実現できていない従来技術の課題に対し、モデリング手

法のためのモデリング概念の提案と検証を行った。その結果、以下の 4 つの情報を扱い、

これらの情報を関係付ける、モデリング概念を構築した。 

(I) 製品システムに関する情報：概念設計で導出された要求、機能、振る舞い、理想シ

ステム構成に関する情報を含む製品システムに関する情報。 

(II) システムデザイン手法に関する情報であり、以下の 2 つの情報を含む。 

(II-i) 設計空間に関する情報：システムデザインを行う設計目的や設計意図、つ

まりどの範囲でどのような設計をするかという設計空間に関する情報。 

(II-ii) ツール連携アルゴリズムに関する情報：各設計ドメインで用いる設計ツー

ル間の関係、つまりどのような順番でどのような問題に対しどの設計ツー

ルを用いるのかという、ツール連携のためのアルゴリズムに関する情報。 

(III) 各設計ツールに関する情報：各設計ドメインで用いる設計ツールに関する情報。 

構築したモデリング概念は、現状技術のシステムデザイン手法で扱う情報を網羅し、か

つどのような観点で情報を捉えるべきかを明確に定義したものである。具体的には、製品

システムに関する情報、基本設計における適正システム構造の導出のための設計空間に関

する情報、および基本設計から各詳細設計へと繋がる各設計ツールに関する情報を網羅で

きた。ツール連携アルゴリズムに関する情報については、この情報を扱う現状技術は無かっ

たが、一貫したモデルベースのシステムデザインには必要な観点である。Fig. 2.13 に示す

ように、従来のシステムデザイン手法におけるモデリングでは、システムデザインに必要

な情報を部分的にはモデリングできるものの、明確な観点の定義がないために、情報の混
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在や不足のあるモデルとなっていた。したがって、システムデザインのプロセスを通して

一貫したモデリングができず、また異なる観点の情報が混在していることで、モデルの再

利用が難しいという課題が生じていた。これに対し、本モデリング概念は、情報を捉える

観点を明確に定義し、整理することができた。これらの観点に従うことで、情報の混在や

不足の無いモデリングが可能である。したがって、一貫したモデルベースのシステムデザ

インが可能となり、モデルの再利用性も見込まれる。 

構築したモデリング概念と第 1 章で述べたシステムデザインのプロセスとの関係を、   

Fig. 2.14 に示す。従来のモデリング手法では、システムデザインのプロセスのうち、概念

設計および基本設計までの一貫したモデリングであり、各詳細設計ドメインへの繋がりま

で考慮したモデリングとはなっていないという課題があった。その課題に対して、Fig. 2.14

に示すように、構築したモデリング概念を用いることで、概念設計、基本設計、および基

本設計から詳細設計への連携が可能なモデリング手法を実現することが可能である。 

Fig. 2.13  Proposal modeling concept compared with conventional modeling. 
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このようにして、モデリング手法の基となるモデリング概念が構築されたので、次章で

は、モデル記述方法を検討し、一貫したモデルベースのシステムデザインが可能なモデリン

グ手法を構築する。 

 

Fig. 2.14  Summary of proposal modeling concept. 
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2.5 結言 

一貫したモデルベースのシステムデザインを実現するモデリング手法を構築するために、

モデリングに必要な情報を抽出、整理し、モデリング概念を検討した。以下に、結論を述

べる。 

1. 基本設計および詳細設計に繋がる部分に関して、モデリング概念が構築されていな

いという課題に対して、マルチドメインに関するデザインという観点に着目し、単

一設計ドメインからマルチドメインに展開、システム的な観点で整理することで、

モデリングに必要な情報が抽出、整理された。 

2. さらに、モデリング概念として、次の 4 つの観点とそれらの関係で情報を捉える概

念が構築された。4 つの観点で見た情報とは、製品システムに関する情報、設計空間

に関する情報、ツール連携アルゴリズムに関する情報、各設計ツールに関する情報

である。 

3. 構築されたモデリング概念は、従来技術のモデリング概念を包含しており、かつ、

新たな観点が加えられたことで、一貫したモデルベースのシステムデザインを支援

できるものである。 

本章では、システムデザインのための新たなモデリング概念を構築した。次章では、本

章で構築したモデリング概念を用いて、モデル記述方法を検討し、モデリング手法を構築

した結果を述べる。 
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第 3 章 モデル記述方法の構築と実装 

3.1 緒言 

第 2 章では、モデリング手法に必要なモデリング概念が構築された。システムデザイン

のためにモデリングすべき情報は、製品システムに関する情報、設計空間に関する情報、

ツール連携アルゴリズムに関する情報、各設計ツールに関する情報である。モデリング手

法を構築するためには、モデリング概念に合わせてモデル記述方法も定義する必要がある。

そこで本章では、モデリング概念に従い、モデルとして記述するためのモデル記述方法を

検討し、モデリング手法を構築した。以下に、その結果を述べる。 

 

3.2 モデル記述方法の現状と課題 

まずモデル記述方法を定義するために、現状のモデル記述方法について整理し、課題を

明らかにする。2 章で提案したモデリング概念およびその検討内容に基づき、各情報に必

要な定義内容を大まかに整理すると、モデル記述方法には以下の 8 つの定義を行うことが

できる必要がある。全体像を Fig. 3.1 に示す。 

I. 製品システムに関して： 

① 要求定義：対象とする製品システムの範囲、ユーザ要求、製品システムとし

て満たすべき詳細な要求の定義 

② 機能、振る舞い定義：要求を満たすために製品システムが実現すべき機能、

振る舞いの定義 

③ 理想システム構成の定義：要求を満たす機能、振る舞いを実現するハードウェ

ア、ソフトウェアを含めた理想的なシステム構成の定義 

④ 理想システム構成に係る制約関係の定義：一般的な物理式、経済式など理想

システム構成に関係する制約式、制約関係の定義 

II. システムデザイン手法に関して： 

II-i. 設計空間に関して： 

⑤ 設計空間に係る要求定義：設計目的や設計意図の根拠となる要求の定義 

⑥ 設計空間の定義：設計目的や設計意図によって決められた構造や制約式、制

約関係など設計を行う条件である設計空間の定義 

II-ii. ツール連携アルゴリズムに関して： 

⑦ ツール連携アルゴリズムの定義：どのような問題に対し、どのような順番で、
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どの設計ツールを用いるかという各設計ツールを繋ぐアルゴリズムの定義 

III. 各設計ツールに関して： 

⑧ 各設計ツール用の情報定義：各設計ツールと連携するための各設計ツールに

依存した情報の定義 

これに対して、現状のモデル記述方法を整理する。第 1 章でも触れたが、システム的な

観点でのモデル記述方法としては、SysML1)、IDEF2)、FBS モデラ 3)、1D-CAE の Modelica4)

が挙げられる。以下に、それぞれの特徴を述べる。 

 

 SysML 

SysML1)は、システムを定義、分析、設計および検証するための汎用的な図式モデリン

グ言語であり、モデル化に必要な意味的基盤とその図式表現を定義している。SysML の仕

Fig. 3.1  Requirement for new model description method. 
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様の策定、配布は、標準化団体 OMG(Object Management Group)が行っている。SysML は、

ソフトウェア分野で発展したモデリング言語である UML5-7)を基本としながら、システム

の表記に適すよう図の削除、変更、追加を行っており、9 種類の図で構成される。SysML

の全体像を Fig. 3.2 に示す。要求図(Requirement diagram)では、機能要求、非機能要求を含

めたシステムへの全ての要求を記述し、要求のトレーサビリティをサポートする。振る舞

いに関しては、ユースケース図(Use case diagram)、アクティビティ図(Activity diagram)、シー

ケンス図(Sequence diagram)、ステートマシン図(State machine diagram)の 4 つの図が用意さ

れている。ユースケース図(Use case diagram)では、システムが外部に提供する機能を記述

する。アクティビティ図(Activity diagram)では、機能を実現するための処理の流れを記述す

る。シーケンス図(Sequence diagram)では、システム内の相互作用を記述する。ステートマ

シン図(State machine diagram)では、要素の状態とその遷移を記述する。構造に関しては、

パッケージ図(Package diagram)、ブロック定義図(Block definition diagram)、内部ブロック図

(Internal block diagram)、パラメトリック図(Parametric diagram)の4つの図が用意されている。

パッケージ図(Package diagram)では、モデルの構成要素を整理して記述する。ブロック定

義図(Block definition diagram)では、システムの構造を記述する。内部ブロック図(Internal block 

diagram)では、システム要素の内部構造、要素間のやり取りを記述する。パラメトリック

図(Parametric diagram)では、システムの制約関係を記述する。SysML の 4 つの柱である要

求、構造、振る舞い、パラメトリックに関して、SysML で記述したモデル例を Fig. 3.3 に

示す。 

Fig. 3.2  The structure of SysML8). 
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前述の通り、SysML はシステムの記述に適しており、製品システムの設計、開発に適用

されている 10, 11)。本研究で構築したモデリング概念と照らし合わせると、①要求定義は要

求図、②機能、振る舞い定義はユースケース図、アクティビティ図、シーケンス図、ステー

トマシン図、③理想システム構成の定義はブロック定義図、内部ブロック図、④理想シス

テム構成に係る制約関係の定義はパラメトリック図で記述できると考えられる。また、⑤

設計空間に係る要求定義は要求図、⑦ツール連携アルゴリズムの定義はアクティビティ図

等を用いて記述できるのではないかと考えられる。 

さらに SysML には、必要に応じてモデルの意味や表現を拡張するための機能が備わって

いる。この機能は、ステレオタイプ、および一連のステレオタイプをまとめたプロファイ

ルを定義することで、SysML に新たな概念を加え、拡張することができるものである 12)。

SysML を拡張した例として、SysML と Modelica を連携させるために OMG により定義され

Fig. 3.3  The Four Pillars of OMG SysML9). 
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たステレオタイプの一例を、Fig. 3.4 に示す 13, 14)。また、第 2 章で挙げた現状のシステムデ

ザイン手法のうち、SDSI-Cubic手法 15)では最適化問題の情報を、PDI手法 16)では各設計ツー

ルの情報を記述するために、それぞれステレオタイプを追加している。したがって、⑥設

計空間の定義、⑧各設計ツール用の情報定義は、ステレオタイプを定義することで、拡張

した SysML を用いて記述できるのではないかと考えられる。 

以上、Fig. 3.5 に示すように、SysML を用いることで、本研究のモデル記述方法に対す

る全ての要求に関して、満たす、もしくは満たす可能性があることが明らかになった。 

 

 IDEF 

IDEF2)は、システムやソフトウェアを対象として、機能や情報(データ)などの分析と設計

のためのモデリング言語、およびその方法論である。米国空軍の ICAM(Integrated 

Computer-Aided Manufacturing) プログラムで開発された手法が基となっており、

KBSI(Knowledge Based Systems Inc.)によって、開発、維持されている。その開発背景から、

ビジネスプロセスの分析、モデリングでも広く利用されている 17, 18)。IDEF は、Table 3.1

に示すように、IDEF0 から IDEF14 まであり、モデリングする目的に応じて各手法を適用 

Fig. 3.4  Example of the stereotypes for Modelica Classes13). 
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Fig. 3.5  Summary of SysML for new model description method. 

Table 3.1  IDEF family17). 
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する。開発途中の手法もあるため、主には IDEF0、IDEF1、IDEF3 が利用されている。IDEF0

は、機能のモデリングであり、機能や動作とそれに関係する入力、制約条件、出力、資源

や設備を、階層的に詳細化し記述する。IDEF1 は、情報構造のモデリングであり、要素お

よび要素間の関係を記述する。IDEF1X は、リレーショナルデータベースの論理設計のた

めに IDEF1 を拡張したものである。IDEF3 は、プロセスのモデリングであり、時間的なフ

ローを記述する。IDEF2 は力学モデリング、IDEF4 はオブジェクト指向設計手法、IDEF5

はオントロジ記述獲得手法、IDEF6 は設計根拠獲得手法、IDEF7 は情報システム検査手法、

IDEF8はユーザインタフェースモデリング、IDEF9は事業制約発見手法、IDEF10は実装アー

キテクチャモデリング、IDEF11 は情報人工物モデリング、IDEF12 は組織設計手法、IDEF13

は3スキーマアーキテクチャ設計手法、IDEF14はネットワーク/流通設計手法である。IDEF0、

IDEF1、IDEF3 で記述したモデル例を Fig. 3.6 に示す。 

本研究で構築したモデリング概念と照らし合わせると、②機能、振る舞い定義は IDEF0、

IDEF3、③理想システム構成の定義は IDEF1 で記述できると考えられる。しかし、①要求

定義、④理想システム構成に係る制約関係の定義、⑤設計空間に係る要求定義、⑥設計空

間の定義、⑦ツール連携アルゴリズムの定義、⑧各設計ツール用の情報定義については、

IDEF では記述することができない。以上、Fig. 3.7 に示すように、IDEF について、本研究

のモデル記述方法への適用可能性を整理することができた。 

Fig. 3.6  Example model of IDEF. 

(a)  Example of IDEF019). 
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(b)  Example of IDEF120). 

Fig. 3.6  Continued. 

(c)  Example of IDEF321). 
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 FBS モデラ 

FBS モデラ 3)は、機能設計を支援するための方法論である FBS モデリングに基づき実装

された、モデル記述方法含むツールである。FBS モデラでは、機能、振る舞い、状態、お

よびそれらの関係を定式化し、機能をコンピュータ上で扱う。機能については、その動詞

に当たる情報を機能ノード(function node)、その目的語に当たる情報を目的語ノード(object 

node)とし、その組みにより表現する。振る舞いについては、実体(entity)、実体間の関係(relation)、

および物理現象(physical phenomenon)のネットワークで表現し、それらを総称して挙動ノー

ド(behavior node)と呼ぶ。FBS モデラを用いることで、機能分解や機能の実現性を検証する

ことができる。 

本研究で構築したモデリング概念と照らし合わせると、②機能、振る舞い定義は FBS モ

デラで記述できると考えられる。しかし、①要求定義、③理想システム構成の定義、④理

想システム構成に係る制約関係の定義、⑤設計空間に係る要求定義、⑥設計空間の定義、

⑦ツール連携アルゴリズムの定義、⑧各設計ツール用の情報定義については、FBS モデラ

では記述することができない。以上、Fig. 3.8 に示すように、FBS モデラについて、本研究

のモデル記述方法への適用可能性を整理することができた。 

Fig. 3.7  Summary of IDEF for new model description method. 
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 Modelica 

Modelica4)は、システムの動的な挙動を定義、設計、評価および検証するための汎用的な

モデリング言語である。Modelica の仕様の策定、配布は、非営利団体 Modelica Association

が行っている。Modelica では、微分、代数、離散方程式で表現できる物理現象に着目し、

式とその関係により、システムの制約関係をグラフィカルに表現する。したがって、機械、

電気、流体、熱などに関する様々な物理現象をシステムとして統合して扱うことができ、

マルチドメインに跨るモデリングが可能である。その特徴から、自動車、エネルギー、電

気機械など様々な分野で利用されている 22)。Modelica で記述したモデル例を、Fig. 3.9 に

示す。 

本研究で構築したモデリング概念と照らし合わせ、物理的な側面で見ると、④理想シス

テム構成に係る制約関係の定義は Modelica で記述できると考えられる。また、関係するパ

ラメータやその条件をモデル内に記述するという点で、⑥設計空間の定義の一部も同時に

行われると考えられる。しかし、物理的な本質を持たないソフトウェアを含めたシステム

に係る全ての制約関係は記述できず、また、設計空間の定義を明確に記述することもでき

Fig. 3.8  Summary of FBS modeler for new model description method. 
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ない。さらに、①要求定義、②機能、振る舞い定義、③理想システム構成の定義、⑤設計

空間に係る要求定義、⑦ツール連携アルゴリズムの定義、⑧各設計ツール用の情報定義に

ついても、記述することができない。以上、Fig. 3.10 に示すように、Modelica について、

本研究のモデル記述方法への適用可能性を整理することができた。 

 

以上、現状のモデル記述方法である SysML、IDEF、FBS モデラ、Modelica について、そ

れらの特徴を整理した。その結果を踏まえ、本研究では、SysML をベースとしたモデル記

述方法を構築することとする。しかし前述の通り、設計空間に関する情報、ツール連携ア

ルゴリズムに関する情報、各設計ツールに関する情報については、それらのプロファイル

を定義する必要がある。そこで、モデル記述方法の構築と実装に向けて、次節では、シス

テムデザイン手法および設計ツールを決定し、各プロファイルを定義する。 

 

 

 

Fig. 3.9  Example model of Modelica4). 
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3.3 SysML を用いたモデル記述方法の構築と実装 

3.3.1 実装に向けたモデル記述方法の全体像の構築 

本研究では、第 2 章で構築したモデリング概念に対し、SysML を用いてモデル記述方法

を構築し、モデリングシステムへと実装を行う。そこでまず、モデリング概念で挙げた、

製品システムに関する情報、設計空間に関する情報、ツール連携アルゴリズムに関する情

報を含むシステムデザイン手法に関する情報、各設計ツールに関する情報を、それぞれ独

立したモデルとし、それらのモデルを関連づけることで、システムデザインのためのモデ

ルを記述することとする。製品システムは対象が決まれば変わらないが、それ以外のモデ

ルは、各システムデザイン手法や各設計ツールに依存する形で固有の情報を表現したもの

である。そこで本研究では、以下のように定義し、SysML のパッケージ図を用いて記述し

た全体像を Fig. 3.11 に示す。 

 製品システムモデル(Product system model)：製品システムに関する情報を表現した

もの。 

 システムデザイン手法固有モデル(Specific model of system design methodology)：シ

ステムデザイン手法に関する情報を表現したもので、以下の設計空間固有モデルと

Fig. 3.10  Summary of Modelica for new model description method. 
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ツール連携アルゴリズム固有モデルを含む。 

 設計空間固有モデル(Specific model of design space)：設計空間に関する情報を表現

したもの。 

 ツール連携アルゴリズム固有モデル(Specific model of tool cooperation algorithm)：ツー

ル連携アルゴリズムに関する情報を表現したもの。 

Fig. 3.11  Entire model for system design. 
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 設計ツール固有モデル(Specific model of design tool)：設計ツールに関する情報を表

現したもの。 

次に、実行可能なモデル記述方法とするために、プロファイルを定義するシステムデザ

イン手法および設計ツールを選択する。 

まずシステムデザイン手法について検討する。第 2 章で挙げたが、現状技術として様々

なアプローチからシステムデザイン手法が提案されている。本研究では、システムデザイン

のプロセスの中に、適正システム構造の設計を考慮している。これは、製品システムを実

現し価値を最大化する適正な設計解の導出を行うということである。この要求に対し、最

適化手法を用いたアプローチが有効である 23)。性能やコストといった要求を目的関数で表

現し、設計案を設計変数で表現することで、目的関数により表現された価値を最大化する

適正解を求めることができる。そこで本研究では、基本設計段階で効率的に最適化設計が

可能なシステムデザイン手法である SDSI-Cubic 手法 15)を応用する。 

SDSI-Cubic 手法 15)では、製品システムのモデリング、設計タスク抽出、評価手法構築、

設計ワークフロー構築、最適化実行という 5 つの機能を連携し、適正解の導出を行う。マ

ルチドメインに跨る複雑な依存関係を解きほぐし、適正な分割、設計順序の構築を行うこ

とで、効率良く最適化が可能であるという特徴を持つ。またその実行フレームワークは、

汎用性、拡張性を考慮して構築されているため、本研究で構築するモデリング手法を適用

し、実行することが可能であると考えられる。したがって本研究では、設計空間固有モデ

ルには最適化問題のモデル、ツール連携アルゴリズム固有モデルには SDSI-Cubic 手法のア

ルゴリズムに沿って各ツールを連携するためのモデルを記述する。 

次に設計ツールについて検討する。本研究で目指す一貫したモデルベースのシステムデ

ザインにおいて、ハードウェアに関する形状や配置といった実体情報のモデリングが課題

である。そこで本研究では、設計ツールの 1 つとして CAD ツールを考慮し、そのモデル

記述方法を検討する。現状技術として CAD ツールは数多く構築されているが、本研究で

はオープンソースのツールキットである Geant4(Geometry and Tracking 4)24, 25)の CAD 機能

を用いる。 

Geant424, 25)は、国際機関である欧州原子核研究機構 CERN(英語名：European Organization 

for Nuclear Research)によって仕様の策定、配布が行われている。高エネルギー物理学の世

界標準ツールであり、宇宙、医療、加速器などの分野でも世界的に利用されている。Geant4

は、3 次元のソリッドモデリングが可能であり、CGS(Constructive Solid Geometry)モデルで
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形状の記述を行う。CGS モデルとは、数式で表したプリミティブな形状の集合演算(和、

積、差)で形状を表現する方法である 26)。さらに、VRML(Virtual Reality Modeling Language)

の形式で、実体情報の出力が可能である。VRML とは、3 次元の物体に関する情報を記述

するためのファイルフォーマットであり、ISO/IEC 14772-1 で仕様が定義されている 27)。ま

た、多くの CAD/CAE ツールにおいて、VRML の入出力機能が実装されており、実体情報

の受け渡しが可能である。 

上記のように、基本設計段階で扱うような基本的な CAD 機能が備わっていること、パ

ラメトリックに形状、配置を含む実体情報を扱えること、オープンソースであり今後の開

発、展開も容易であることから、Geant4 を CAD ツールの 1 つとして着目した。したがっ

て、設計ツール固有モデルには Geant4 用の CAD のモデルを記述する。 

以上、本研究では、システムデザイン手法は SDSI-Cubic 手法、連携する設計ツールは

CAD(Geant4)とし、モデル記述方法を構築する。 

次に、システムデザインに関する情報を一貫してモデリングするために、各モデルの具

体的な構成と記述順序を定義する。SysMLを用いたモデルベースシステムズエンジニアリン

グ 28-30)や製品システムの定義手法 10)、SDSI-Cubic 手法における定義手法 15)を踏襲し、また

本研究でのこれまでの検討結果を踏まえ、Table 3.2 に示す具体的なモデル構成と、Fig. 3.12

に示す順序でモデルの記述を行うことを提案する。Table 3.2 は、本研究で定義した 4 つの

モデルと SysML でも 4 つの柱に挙げられる要求、機能・振る舞い、構造、パラメトリック

制約の二軸でモデル構成を整理したものであり、①～⑫の表記は Fig. 3.12 の順序と同じで

ある。 

まず概念設計のために、製品システムモデルの記述を行う。製品システムモデルの中に

は、①要求の定義、②機能・振る舞いの定義、③理想システム構成の定義、④理想システ

ム構成に関する制約関係の定義が含まれる。次に基本設計および基本設計から詳細設計へ

と繋げるために、設計空間固有モデル、ツール連携アルゴリズム固有モデル、設計ツール

固有モデルの記述を行う。設計空間固有モデルの中には、⑤設計空間に関する要求の定義、

⑥設計空間に関する具体的なシステム構造の定義、⑦その具体的なシステム構造に関する

制約関係の定義、⑧最適化問題の定義が含まれる。ツール連携アルゴリズム固有モデルの

中には、⑨設計ツールの構成の定義、⑩それらの設計ツールを連携するフローの定義が含

まれる。設計ツール固有モデルの中には、⑪設計ツール(本研究では CAD(Geant4))のため

に具体化したシステム構造の定義、⑫設計ツール(CAD(Geant4))の情報に変換するための制
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約関係の定義が含まれる。 

Table 3.2 のモデル構成が該当しない部分について述べる。設計空間固有モデル内の機能・

振る舞いの項目については、製品システムモデル内の②で十分に定義し、また具体的なシ

ステム構造によって決まる機構などは⑦の制約関係において定義するため該当しない。ツー

ル連携アルゴリズム固有モデル内の要求、パラメトリック制約の項目については、アルゴ

リズムを構成するための要求は製品システムへの要求から具体化されるものではないこと、

ツール連携のための制約関係はあらかじめプログラミングされるものであり、本モデリン

グ手法でモデル化する対象ではないことから該当しない。設計ツール固有モデル内の要求

の項目については、設計空間固有モデル内において、⑤を受けて⑥で構造が具体化され、

その構造を設計ツールにあったモデルにするため、該当する内容が無いと考えられる。機

能・振る舞いの項目については、設計空間固有モデルでの理由と同様に、⑫の制約関係に

おいて定義するため該当しない。 

以上のようなモデル構成と順序でモデルの記述を行う。モデル記述方法の全体像を構築

できたので、以下にその詳細な記述方法について述べる。 

 

 

Table 3.2  Concrete model composition of new modeling methodology. 
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Fig. 3.12  Model description flow for new modeling methodology. 
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3.3.2 製品システムモデルの記述方法の構築 

ここでは、製品システムモデルの記述方法を構築する。モデル記述方法全体の中での位

置付けを、Fig. 3.13 に示す。この部分の記述方法については、従来から提案されている手

法 10, 15, 28-30)を踏襲する。要求の定義、機能、振る舞いの定義、理想システム構成の定義、

理想システム構成に関する制約関係の定義について、以下に述べる。 

 

3.3.2.1 製品システムに関する要求の定義 

まず、対象となる製品システムと外部(外部システムや外部環境など)を明確に定義する

ため、コンテキスト図を用いて記述を行う。例えば、外部システムと協調する必要がある

場合はシステム間のインターフェース設計、過酷な環境の仕向け地がある場合は外部環境

への耐性設計が重要であるように、設計範囲の明確化はもちろんのこと、設計する上で設

Fig. 3.13  Focus of this section. 
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計対象の他にどのようなモノやコトを気にしているか、気にしなければいけないかを記述

する。コンテキスト図は、内部ブロック図をカスタマイズした図である。Fig. 3.14 にモデ

ル例を示す。Fig. 3.14 では、放射線計測システムが設計対象のシステムであり、外部とし

てはユーザ、放射線といった計測対象、屋内、屋外の環境、温度などの外部環境が記述さ

れ、対象システムと外部を明確化している。 

次に、製品システムへの要求を定義し、さらに詳細な要求へと分解、分析を行うために、

要求図を用いて記述を行う。要求図には、対象システムに関する機能要求、非機能要求を

含めた全ての要求を記述する。Fig. 3.15 にモデル例を示す。階層的に表現することで、要

求の導出関係や粒度を明確にする。さらに、要求を満たしているかの検証するために、テ

ストケースを定義し「verify」の関係や構造を定義し「satisfy」の関係も記述する。Fig. 3.15

では、放射線を計測することが最上位の要求であり、正確性や住民のためのユーザビリティ

という要求から成る。正確性を実現ために、計測カウントを増やすことやノイズを低減す

ることという要求が導出されている。また、住民のためのユーザビリティを実現するため

に、容易さや低価格という要求が導出されている。このように、要求を階層的に分解、分

析し、システム要素が満たさなければならない要求まで明確化する。 

 以上、上記のような手順で記述することで、製品システムに関する要求を定義すること

ができる。 

Fig. 3.14  Example of context diagram in product system model. 
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3.3.2.2 製品システムに関する機能、振る舞いの定義 

 要求を満たすような、製品システムに関する機能、振る舞いを定義するために、ユース

ケース図、アクティビティ図、ステートマシン図、シーケンス図を用いて記述を行う。ユー

スケース図は、システムが外部に提供する機能を記述することができ、大まかに機能を表

現する。アクティビティ図は、システムの機能、処理の流れを記述する。シーケンス図や

ステートマシン図はシステム内の相互作用や状態およびその遷移を記述するもので、シス

テム内部におけるより詳細な振る舞いの記述に適している。ここでは、ユースケース図を

例に、記述方法を述べる。ユースケース図を用いて記述したモデル例を Fig. 3.16 に示す。

Fig. 3.16 では、放射線計測システムは、ユーザに対して、放射線に対する安全性を確認す

るという機能を提供していることを表現している。放射線に対する安全性を確認する機能

は、外部被ばくの影響を監視するという機能を含む。外部被ばくの影響を監視する機能は、

外部の放射線と関係しており、放射能濃度の測定、放射性核種の推定、空間放射線量の測

定といった機能を含むことを表現している。 

Fig. 3.15  Example of requirement diagram in product system model. 
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 以上、上記のように、ユースケース図では、システムが外部に提供する機能と、システ

ム内部で実現する大まかな機能を記述することができる。さらに、システムが持つ性質に

よって、アクティビティ図、シーケンス図、ステートマシン図も用いて、製品システムに

関する機能、振る舞いを定義することができる。 

 

3.3.2.3 理想システム構成の定義 

 要求を満たし、機能、振る舞いを実現できる理想的なシステム構成を定義するために、

ブロック定義図を用いて記述を行う。<<block>>という要素を用いて階層的にシステムの構

成要素を表現する。製品システムはハードウェア、ソフトウェアから構成されることが多

く、その両方を合わせてシステム構成を記述する。また要求図でも述べたが、要求と充足

関係(satisfy)を繋げることで、どの要求を実現するための構成なのかをトレースすることが

できる。ここで注意したいことは、あくまで理想的なシステム構成であり、その時々の設

計によって変更される構成は記述すべきではないということである。つまり、実現構造と

してハードウェア、ソフトウェアの選択が可能な場合や、ハードウェアで言えば部品、形

状、配置などによってその構成が変わるような場合は、それらの設計案は設計空間固有モ

デルに記述されるべきである。しかし、法令等により決められている部分や、従来技術を

Fig. 3.16  Example of use case diagram in product system model. 
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鑑みて一般的に要求を満たす実現構成が変わりないと考えられる部分については記述して

も構わない。ブロック定義図を用いて記述したモデル例を Fig. 3.17 に示す。Fig. 3.17 では、

放射線計測システムが制御部、演算部、計測部で構成され、さらに計測部は、バックグラ

ウンド遮蔽材、試料容器、検出部から構成されることを表現している。例えば、この例で

みると、放射線計測の分野では、放射能濃度の計測のためにはバックグラウンドの遮蔽が

必須であり、その実現構成としてバックグラウンド遮蔽材は変わらない構成要素である。 

 以上、上記のように、製品システムの理想システム構成を定義することができる。 

 

3.3.2.4 理想システム構成に関する制約関係の定義 

前述の通り定義した理想システム構成に関して、制約関係の定義を行う。制約関係は、

ブロック定義図、内部ブロック図、パラメトリック図を用いて記述を行う。主には一般的

Fig. 3.17  Example of block definition diagram in product system model. 
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な物理式や経済式などのシステム構成要素内もしくは要素間にある制約関係を記述する。

手順としては、ブロック定義図を用いて、パラメータの型および制約式の記述を行う。次

に、内部ブロック図、パラメトリック図を用いて、どの構造(ブロック)に属するかを記述

し、パラメータと式の関係を可視的に表現する。それぞれについて、以下に説明する。 

まず、ブロック定義図を用いて、パラメータの型を記述する。ここでいうパラメータの

型は、具体的な性質(数値や単位など)は持たず、どのようなパラメータがあるかという観

点で、<<ValueType>>という要素を用いて記述する。パラメータの具体的な性質は、設計

によって変わるため、設計空間固有モデルに記述されるものである。記述した例を、Fig. 3.18

に示す。Fig. 3.18 では、計測部コスト、バックグラウンド遮蔽材コスト、試料容器コスト、

検出部コストというパラメータの型が表現されている。 

次に、ブロック定義図を用いて、制約式を記述する。式を構成するパラメータには前述

で定義したパラメータの型を利用し、<<constraintBlock>>という要素を用いて記述する。

制約式を記述した例を、Fig. 3.19 に示す。<<constraint>>と表示されているが、これは

<<constraintBlock>>のことである。Fig. 3.19 では、計測部コストはバックグラウンド遮蔽材

コスト、試料容器コスト、検出部コストの和であることが表現されている。 

次に、内部ブロック図を用いて、どの構造に属するパラメータであるかを記述する。前

述で定義したパラメータの型を利用し、パートプロパティという要素を用いて記述する。

記述した例を、Fig. 3.20 に示す。Fig. 3.20 では、計測部の内部ブロック図に計測部コスト、

バックグラウンド遮蔽材の内部ブロック図にバックグラウンド遮蔽材コスト、試料容器の

内部ブロック図に試料容器コスト、検出部の内部ブロック図に検出部コストが表現されて

いる。 

 

Fig. 3.18  Example of parameter type definition in product system model. 
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次に、パラメトリック図を用いて、パラメータと式の関係を可視的に記述する。前述で

定義した制約式を型に利用し、制約プロパティという要素で式を表現する。前述に内部ブ

ロック図で定義したパートプロパティ要素がパラメータを表現する。パラメトリック図を

Fig. 3.20  Example of internal block diagram in product system model. 

Fig. 3.19  Example of constraint definition in product system model. 
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用いて表現することで、複雑な制約関係、入出力関係を明確に表現、把握することができ

る。記述した例を、Fig. 3.21 に示す。Fig. 3.21 では、入力はバックグラウンド遮蔽材コス

ト、試料容器コスト、検出部コスト、出力は計測部コスト、入出力間の式関係は、

<<constraintBlock>>で定義した計測部コスト式であることが表現されている。 

以上、上記のような手順で、理想システム構成に関する制約関係を定義することができ

る。 

 

以上、要求の定義、機能、振る舞いの定義、理想システム構成の定義、理想システム構

成に関する制約関係の定義を各記述方法に従って行うことで、製品システムモデルを記述

することが可能である。製品システムモデルの記述方法が構築できたので、次に設計空間

固有モデルの記述方法の構築を行う。 

 

3.3.3 設計空間固有モデルの記述方法の構築 

ここでは、設計空間固有モデルの記述方法を構築する。モデル記述方法全体の中での位

置付けを、Fig. 3.22 に示す。設計空間固有モデルを記述する目的は、設計意図や設計目的

を明確にし、設計空間を決め、最適化設計を可能とすることである。そのために、設計空

間に関する要求の定義、設計空間に関する具体的なシステム構造の定義、その具体的なシ

ステム構造に関する制約関係の定義、最適化問題の定義を行う。以下に、詳細を述べる。 

Fig. 3.21  Example of parametric diagram in product system model. 
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3.3.3.1 設計空間に関する要求の定義 

製品システムモデルで定義された要求を基に、具体的なシステム構造(例えば形状など)

を導出するような要求まで詳細化する。この要求定義の重要な点は、設計意図や設計目的

を明らかにし、設計案に至る根拠を明確に記述することである。そのようにすることで、

設計情報のトレーサビリティの確保や設計変更の容易性を実現する。記述は要求図を用い

て行う。記述した例を、Fig. 3.23 に示す。Fig. 3.23 では、上部 3 つの要求(バックグラウン

ド放射線を遮蔽、屋外で計測、低加工コスト)は、製品システムモデルの要求定義で記述さ

れたものである。この例では、バックグラウンド放射線を遮蔽し、かつ屋外で計測するこ 

Fig. 3.22  Focus of this section. 
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とを満たすために、全方位からの放射線を遮蔽する構造という要求を導出している。そし

て、全方位からの放射線を遮蔽し、かつ低加工コストという要求を満たすシステム構造と

して、円筒と上下面という形状をもつバックグラウンド遮蔽材を定義している。 

以上のように、具体的なシステム構造に至るまでの、設計意図や設計目的に関係する詳

細な要求を定義することができる。 

 

3.3.3.2 設計空間に関する具体的なシステム構造の定義 

次に、設計意図や設計目的から具体化されたシステム構造の定義を行う。記述はブロッ

ク定義図を用いて行う。製品システムモデル内で既に記述されたブロック要素に対して、

新たに記述したブロック要素を、汎化を用いて接続することとする。汎化とは、白抜き三

角矢印で表現されるもので、三角矢印が付いている側が抽象要素、矢印が付いていない側

Fig. 3.23  Example of requirement diagram in specific model of design space. 
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が具象要素であることを表す。つまり、理想システム構成として定義されたシステム要素

を、より具体的なシステム要素として定義することで、その設計における設計案を明確に

記述することができる。具体的なシステム要素とは、ハードウェアを例にすると、選択す

る部品や形状、配置といった実体情報を含む要素である。記述した例を、Fig. 3.24 に示す。

Fig. 3.24 では、製品システムモデルで記述されていたバックグラウンド遮蔽材に対し、円

筒と上下面の形状をもつバックグラウンド遮蔽材というより具体的なシステム要素を記述

している。さらに、バックグラウンド遮蔽材は、上面、円筒、下面の 3 つの部品から構成

される構造であることを記述している。 

以上のように、設計意図や設計目的から導出、明確化されたその設計における具体的な

システム構造を定義することができる。 

 

3.3.3.3 具体的なシステム構造に関する制約関係の定義 

次に、前述で定義した具体的なシステム構造に関する制約関係の定義について述べる。

製品システムモデルには一般的な制約関係が記述されているが、具体的なシステム構造が

定義されれば、より詳細な制約関係の記述が可能である。言い換えるならば、製品システ

ムモデルで定義したパラメータの詳細化である。定義する制約式は実行可能な式であり、

近似式やデータベース利用式なども含まれる。記述は、理想システム構成に関する制約関 

Fig. 3.24  Example of block definition diagram in specific model of design space. 



60 

係を記述した手順と同様に、ブロック定義図、内部ブロック図、パラメトリック図を用い

て行う。その一部であるパラメトリック図で記述した例を、Fig. 3.25 に示す。Fig. 3.25 で

は、バックグラウンド遮蔽材コストが、上面、円筒、下面それぞれのコストから導出され

る関係を記述している。これは、前述で定義した具体的なシステム構造に関連する制約関

係である。 

以上のように、設計意図や設計目的によって決定された具体的なシステム構造に関する

制約関係を定義することができる。 

 

3.3.3.4 最適化問題の定義 

次に、最適化設計を実行するための、パラメータの情報、最適化問題の定義について述

べる。SysML には、最適化問題を定義するための記述方法は無い。しかし、ステレオタイ

プ、および一連のステレオタイプをまとめたプロファイルを定義することで、SysML に新

たな概念を加え、拡張することができる。SDSI-Cubic 手法でも最適化問題を記述するため

のステレオタイプが検討されているが、製品システムモデル内に内包される形で記述され

てしまうため、本論文では新たに最適化問題を記述するためのプロファイル、および記述

方法を定義する。 

まず、最適化問題を記述するためのプロファイルを定義する。一般的に最適化問題とは、

目的関数、設計変数、制約条件から構成される 31)。制約条件を満たす範囲で、目的関数を

最小あるいは最大にする設計変数の値、つまり最適解を求める。ここでは放射線計測シス

Fig. 3.25  Example of parametric diagram in specific model of design space. 
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テムにおける最適化問題を例に、最適化問題を構成する各要素の定義と要素間の関係を整

理、プロファイルを定義し、Fig. 3.26 に示す。 

最適化問題の例を説明する。放射線計測システムには、多数の相反する設計項目があり、

その中でも計測センサ部分の設計がシステムの支配的な相反問題となる。センサは高感度

で低コストが求められる。センサにはシンチレータ結晶を用いて、結晶に入射する放射線

を光信号に変換して計測を行うが、その感度 G は結晶の体積 x に比例するため、高感度化

には大体積化が求められる。しかし、結晶の大体積化に伴い、コスト H は増大してしまう

ため、感度とコストは相反する問題である。以下に、定式化した最適化問題を示す。 

 
      𝑚𝑎𝑥𝑖𝑚𝑖𝑧𝑒      𝑂 = 𝑓(𝑥) =  

𝐺

𝐻
 (3.1) 

                                 𝐺 = 𝑔(𝑥) = 𝑎 ∙ 𝑥     (𝑎 = 1320) (3.2) 

                                 𝐻 = ℎ(𝑥) = 𝑏 ∙ 𝑥 + 𝑐     (𝑏 = 1000,   𝑐 = 3000) (3.3) 

       𝑠𝑢𝑏𝑗𝑒𝑐𝑡 𝑡𝑜     𝐻 ≤ 50000 (3.4) 

                                 4 ≤ 𝑥 ≤ 50     (𝑥: 𝑖𝑛𝑡𝑒𝑔𝑒𝑟) (3.5) 

𝑂は目的関数の結果を表す目的関数パラメータ、𝑓(𝑥)は目的関数、𝐺、𝐻は感度、コストを

表す変数パラメータ、𝑔(𝑥)、ℎ(𝑥)は感度、コストの関数、𝑥は体積を表す制約条件を持つ

設計変数、𝑎、𝑏、𝑐は感度やコストに係る初期値を持つ定数パラメータである。 

最適化問題を整理した結果を、Fig. 3.26 の定義結果(カッコ内の名称)と合わせて説明す

る。関数 (Function) は、 設 計変 数 (DesignVariable) を持ち、 場合により 制約条 件

(ConstraintCondition)、パラメータ(Parameter)を持つ。目的関数(ObjectiveFunction)は、関数

(Function)を具体化したものであり、結果を表す目的関数パラメータ(ObjFuncParam)を持つ。

次に、属性を整理するために、変数(Variable)という抽象要素を追加する。コンピュータ上

で数値計算することも考慮すると、変数(Variable)は、実数や整数といった値の型(type)、値

の単位(unit)を持つ。目的関数パラメータ(ObjFuncParam)は、変数(Variable)の属性(値の型

(type)、値の単位(unit))に加え、最小化、最大化、目標値といった最適化の評価基準(criterion)

の属性を持つ。制約条件(ConstraintCondition)は、変数(Variable)の属性(値の型(type)、値の

単位(unit))に加え、離散値(discrete)、最大値(max)、最小値(min)という制約条件の内容の属

性を持つ。パラメータ(Parameter)は、変数(Variable)の属性(値の型(type)、値の単位(unit))に

加え、初期値(initial value)を持つ。設計変数(DesignVariable)は、パラメータ(Parameter)の属

性(値の型(type)、値の単位(unit)、初期値(initial value))と、制約条件の内容の属性(離散値
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(discrete)、最大値(max)、最小値(min))を持つ。 

以上をまとめると、最適化問題は、最適化の評価基準を示す目的関数パラメータ

(ObjFuncParam)、設計変数(DesignVariable)、制約条件(ConstraintCondition)、初期値を持つパ

Fig. 3.26  An optimization profile for specific model of design space. 
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ラメータ(Parameter)の 4 つの要素で記述することが可能である。本研究では、これら 4 つ

のステレオタイプ要素を、SysML のブロック要素を特化した要素として記述することとす

る。 

次に、前述のステレオタイプを用いた、最適化問題の記述方法の定義を行う。製品シス

テムモデル、もしくは設計空間固有モデル内で、どのようなパラメータがあるか、および

パラメータ間の制約関係については既に定義されている。そこで、最適化問題を定義する

ということは、パラメータに対して、最適化問題という新たな性質を付け加えることを意

味する。記述はブロック定義図を用いて行い、これを最適化図と呼ぶ。既に記述された

<<ValueType>>要素を用いたパラメータの型に対して、追加したステレオタイプ

(<<ObjFuncParam>>、<<DesignVariable>>、<<ConstraintCondition>>、<<Parameter>>)のいず

れかの要素を、汎化を用いて接続することとする。最適化問題を記述した例を、Fig. 3.27

に示す。最適化問題は、前述で定式化した放射線計測システムに関するものである。Fig. 3.27

の上側には、製品システムモデル内に記述されたパラメトリック図も合わせて記載してい

る。Fig. 3.27 では、式(3.1)の𝑂である SDSI-C というパラメータに対して、目的関数パラメー

タ(<<ObjFuncParam>>)の SDSI-C_param という要素を汎化接続している。式(3.2)、(3.3)、(3.5)

の𝑥である ScintiSize というパラメータに対して、設計変数 (<<DesignVariable>>)の

ScintiSize_param という要素を汎化接続している。式(3.1)、(3.3)、(3.4)の𝐻である ScintiCost

というパラメータに対して、制約条件(<<ConstraintCondition>>)の ScintiCost_param という

要素を汎化接続している。式(3.1)～(3.5)の𝐺である Sensitivity、𝑎である SensitivityPerSize、

𝑏である ScintiCostPerSize、𝑐である PackagingCost というそれぞれのパラメータに対して、

初期値を持つパラメータ(<<Parameter>>)の各要素を汎化接続している。 

上記のような手順で、本研究で定義したステレオタイプを用いて、最適化設計を実行す

るための最適化問題を定義することができる。 

 

以上、設計空間に関する要求の定義、設計空間に関する具体的なシステム構造の定義、

その具体的なシステム構造に関する制約関係の定義、最適化問題の定義を各記述方法に従っ

て行うことで、設計空間固有モデルを記述することが可能である。設計空間固有モデルの

記述方法が構築できたので、次に、ツール連携アルゴリズム固有モデルの記述方法を構築

する。 
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Fig. 3.27  Example of optimization diagram in specific model of design space. 
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3.3.4 ツール連携アルゴリズム固有モデルの記述方法の構築 

ここでは、ツール連携アルゴリズム固有モデルの記述方法を構築する。モデル記述方法

全体の中での位置付けを、Fig. 3.28 に示す。ツール連携アルゴリズム固有モデルを記述す

る目的は、設計ツールの選択と順序を定義することで、設計ツールとの連携を可能とする

ことである。そのために、設計ツールの構成の定義、それらの設計ツールを連携するフロー

の定義を行う。以下に、詳細を述べる。 

 

3.3.4.1 設計ツールの構成の定義 

まず、設計ツールの構成の定義を行う。記述はブロック定義図を用いて行う。本研究で

は、SDSI-Cubic 手法のフレームワークを利用して実装を行うため、SDSI-Cubic 手法がもつ

機能に対して、どの設計ツールを利用して実現するかを記述する。ブロック要素を用いて

記述した SDSI-Cubic 手法がもつ機能に対して、<<SDSI-CubicTool>>というステレオタイプ

の要素を汎化接続して記述する。記述した例を、Fig. 3.29 に示す。本研究では、形状や配 

Fig. 3.28  Focus of this section. 
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置といった実体情報をモデル化するために、CAD(Geant4)と連携を行う。そのため、モデ

リングツールの一部として、Geant4 も記述している。 

上記のように、設計ツールの構成を定義することができる。 

 

3.3.4.2 設計ツールを連携するフローの定義 

次に、設計ツールを連携するフローの定義を行う。記述はアクティビティ図を用いて行

い、ツールが果たす機能とその流れを定義する。記述した例を、Fig. 3.30 に示す。Fig. 3.30

には、SDSI-Cubic 手法の機能の流れを踏襲し、記述している。また、CAD(Geant4)ツール

を連携して 3 次元形状の構築も行うため、その機能も記述している。 

上記のように、設計ツールが果たす機能とその流れを定義し、連携するフローを定義す

ることができる。 

 

Fig. 3.29  Example of tool composition definition in specific model of design space. 



67 

以上、設計ツールの構成の定義、それらの設計ツールを連携するフローの定義を各記述 

方法に従って行うことで、ツール連携アルゴリズム固有モデルを記述することが可能であ

る。ツール連携アルゴリズム固有モデルの記述方法が構築できたので、次に、設計ツール

固有モデルの記述方法の構築を行う。 

 

Fig. 3.30  Example of tool cooperation flow in specific model of design space. 
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3.3.5 設計ツール固有モデルの記述方法の構築 

ここでは、設計ツール固有モデルの記述方法の構築を行う。モデル記述方法全体の中で

の位置付けを、Fig. 3.31 に示す。設計ツール固有モデルを記述する目的は、設計ツールと

連携するために、設計ツールに適した情報へと変換し、モデル情報を紐づけることである。

本研究では、設計ツールとして CAD(Geant4)と連携し、詳細設計に繋がる形状や配置といっ

た実体情報の記述を可能とする。そのために、CAD(Geant4)のためのシステム構造の定義、

CAD(Geant4)のためのシステム構造に関する制約関係の定義を行う。以下に、詳細を述べ

る。 

 

 

Fig. 3.31  Focus of this section. 
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3.3.5.1 CAD(Geant4)のためのシステム構造の定義 

まず、CAD(Geant4)のためのシステム構造の定義を行う。SysML には、CAD のような形

状や配置といった実体情報を定義するための記述方法は無い。そこで、CAD(Geant4)に適

した情報を記述するためのステレオタイプ、および一連のステレオタイプをまとめたプロ

ファイルを新たに定義することで、SysML を拡張し、CAD(Geant4)との連携を実現する。

記述はブロック定義図を用いて行い、CAD(G4)図と呼ぶ。設計空間固有モデル内で既に記

述されたブロック要素に対して、CAD(Geant4)を記述するためのステレオタイプを持つ要

素を、汎化を用いて接続することとする。 

Fig. 3.32 から Fig. 3.42 に、CAD(Geant4)を記述するためのステレオタイプをまとめたプ

ロファイルの一部を示す。Geant4 の仕様を参考に、CAD の実体情報として、形状、物性、

配置を記述できるようにした。Fig. 3.32 では、Geant4 の Geometry 情報として、大きく分け

て、回転を表す G4RotationMatrix、配置情報を含む実体を表す G4PhysicalVolume、形状と

材料情報を含む論理的な実体を表す G4LogicalVolume、形状情報を表す G4Solid のステレオ

タイプを記述している。Fig. 3.33 では、回転要素を表現するための、要素名、X、Y、Z 軸

に対する回転角を記述するためのステレオタイプを記述している。Fig. 3.34 では、実体要

素を表現するための、実体要素名、回転角、親要素の指定、X、Y、Z の座標などを記述す

るためのステレオタイプを記述している。Fig. 3.35 では、論理実体を表現するための要素

名、材料、形状といった構成を示している。Fig. 3.36 では、材料情報を記述するための、

データベースを利用するデフォルト材料指定、1 材料指定、複合材料指定の記述要素があ

ることを示している。Fig. 3.37 では、デフォルト材料指定、1 材料指定に必要な情報を記

述するためのステレオタイプを記述している。Fig. 3.38 では、複合材料指定に必要な情報

を記述するためのステレオタイプを記述している。Fig. 3.39 では、形状の記述は、プリミ

ティブ形状、ブーリアン形状の記述要素があることを示している。Fig. 3.40 では、ブーリ

アン形状に必要な、ブール演算の指定、演算する 2 つの形状の指定、相対座標位置などを

記述するためのステレオタイプを記述している。Fig. 3.41 では、形状の基となる 25 種類の

プリミティブ形状の記述要素があることを示している。Fig. 3.42 では、プリミティブ形状

の 1 つである箱型形状に必要な、X、Y、Z 長の情報を記述するためのステレオタイプを記

述している。ここでは示していないが、Fig. 3.42 のように、各プリミティブ形状を記述す

るためのステレオタイプも定義した。上記のステレオタイプを用いることで、形状や配置

といった実体情報を記述することが可能である。 



70 
 

Fig. 3.32  Geant4 geometry profile of top level. 

Fig. 3.33  Profile of rotation matrix. 
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Fig. 3.34  Profile of physical volume. 
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Fig. 3.35  Profile of logical volume. 

Fig. 3.36  Profile of material. 
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Fig. 3.37  A part of profile of material definition. 
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Fig. 3.38  A part of profile of material definition. 
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Fig. 3.39  Profile of solid shape. 

Fig. 3.40  Profile of Boolean solid shape. 
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Fig. 3.41  Profile of primitive solid shape. 
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次に、上記のステレオタイプを用いて記述した例を、Fig. 3.43 に示す。Fig. 3.43 では、

製品システムモデル、設計空間固有モデルで定義された要素を左側に示している。設計空

間固有モデルで定義された直方体形状は、Geant4 では箱型形状に当たる。そこで、箱型形

状を表す<<G4Box>>というステレオタイプを利用し、さらに<<G4Box>>が持つ各パラメー

タについてもステレオタイプを利用し、記述している。また、それぞれ新たに記述した要

素について、設計空間固有モデルで定義された要素に対し、汎化接続を用いて、その関係

を記述している。 

このように、設計空間固有モデルで定義された情報に対し、設計ツールではどのような

情報に該当するのか、つまり CAD(Geant4)のためのシステム構造を記述できる。さらに情

報のトレーサビリティも確保できる。 

Fig. 3.42  Profile of box shape. 
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Fig. 3.43  Example of specific system structure for CAD(Geant4). 
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3.3.5.2 CAD(Geant4)のためのシステム構造に関する制約関係の定義 

次に、CAD(Geant4)のためのシステム構造に関する制約関係を定義する。新たにシステ

ム構造を定義したことで必要になった構造に関する制約関係の定義と、設計空間固有モデ

ルとの間に生じる制約関係の定義がある。後者については、設計空間固有モデルで定義し

たパラメータの性質と、CAD(Geant4)におけるパラメータの性質が必ずしも一致しないか

らである。例えば、Geant4 において、箱型を表すためのパラメータは、箱型の重心を原点

におき、X、Y、Z の座標によって形状を決定する。つまり、X、Y、Z 軸方向の辺の長さ

の二分の一の値で形状が決まる。もし、設計空間固有モデルで辺の長さでパラメータを既

定していれば、そのパラメータの持つ性質は異なることになる。そこで、ブロック定義図、

内部ブロック図、パラメトリック図を用いて、CAD(Geant4)のためのシステム構造に関す

る制約関係を記述する。基本的には、製品システムモデル、および設計空間固有モデルで

の制約関係の記述方法と同様である。これまでの記述方法と異なる点は、パラメータの型

を記述するために、<<ValueType>>の要素を利用していたが、ここでは、<<G4GeomParam>>

の要素を用いる。ブロック定義図での制約式(<<constraintBlock>>)の記述、内部ブロック図、

パラメトリック図での構造への割り当て、可視化の記述は、同様に行う。記述した例を、

Fig. 3.44 に示す。Fig. 3.44 では、前述で例に挙げた、設計空間固有モデル内の直方体を表

すパラメータと、Geant4 における箱型を表すパラメータ間の制約関係を記述している。 

上記のように記述することで、設計空間固有モデルで定義したパラメータとの制約関係

を記述することができる。また、CAD(Geant4)のためのシステム構造に関する制約関係は、

製品システムモデル、および設計空間固有モデルで記述した構造に関する制約関係の記述

と同様に行うことができる。 

 

以上、CAD(Geant4)のためのシステム構造の定義、CAD(Geant4)のためのシステム構造に

関する制約関係の定義を各記述方法に従って行うことで、設計ツール固有モデルを記述す

ることが可能である。これまでの検討結果により、製品システムモデル、設計空間固有モ

デル、ツール連携アルゴリズム固有モデル、設計ツール固有モデルの全ての記述方法を構

築できた。すなわち、本研究で提案したモデリング概念に対する、モデル記述方法を構築

することができた。 
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Fig. 3.44  Example of constraints relating to specific system structure for CAD(Geant4). 

(a)  Example of constraint definition. 

(b)  Example of parametric diagram. 
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3.4 モデル記述方法の構築結果と考察 

本章では、第 2 章で構築したモデリング概念を基に、モデル記述方法を検討した。 

まず、現状のモデル記述方法を整理し、課題を明らかにした。本研究で構築したモデリン

グ概念を記述するためには、次の定義が必要である。製品システムに関しては、要求定義、

機能、振る舞い定義、理想システム構成の定義、そのシステム構成に係る制約関係の定義

である。システムデザイン手法に関しては、設計空間に関する要求定義、および設計空間

の定義、ツール連携アルゴリズムの定義である。各設計ツールに関しては、各設計ツール

用の情報の定義である。それらの定義に関して、現状技術を整理すると、全ての定義が可

能なモデル記述方法は無いが、SysML の拡張機能を用いることで、本研究の目指すモデル

記述方法の構築が可能であると推察された。そこで、SysML をベースにモデル記述方法を

検討した。 

SysML でモデルを記述するために、4 つのパッケージ単位でモデルを管理することとし

た。製品システムに関する情報を表現した製品システムモデル、設計空間に関する情報を

表現した設計空間固有モデル、ツール連携アルゴリズムに関する情報を表現したツール連

携アルゴリズム固有モデル、設計ツールに関する情報を表現した設計ツール固有モデルで

ある。次に、実行可能なモデル記述方法とするためには、それぞれのモデルで何を記述す

るかという詳細な情報を決める必要がある。そこで、システムデザイン手法および設計ツー

ルを選定した。その結果、本研究では、システムデザイン手法として SDSI-Cubic 手法を、

形状や配置といった実体情報を連携するために設計ツールとして CAD(Geant4)を例に、モ

デル記述方法を構築することとした。 

モデル記述方法の全体の流れとしては、次のような手順である。まず、概念設計のため

に製品システムモデルの記述を行う。製品システムモデルには、要求の定義、機能、振る

舞いの定義、理想システム構成の定義、理想システム構成に関する制約関係の定義が含ま

れる。次に、基本設計および基本設計から詳細設計へと繋げるために、設計空間固有モデ

ル、ツール連携アルゴリズム固有モデル、設計ツール固有モデルの記述を行う。設計空間

固有モデルには、設計空間に関する要求の定義、設計空間に関する具体的なシステム構造

の定義、その具体的なシステム構造に関する制約関係の定義、最適化問題の定義が含まれ

る。ツール連携アルゴリズム固有モデルの中には、設計ツールの構成の定義、それらの設

計ツールを連携するフローの定義が含まれる。設計ツール固有モデルの中には、設計ツー

ル CAD(Geant4)のために具体化したシステム構造の定義、設計ツール CAD(Geant4)の情報
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に変換するための制約関係の定義が含まれる。このような手順でモデルを記述するために、

各定義をどのような記述方法で行うかを検討し、必要であればステレオタイプを追加して、

それらの記述方法を構築した。 

以上により、製品システムモデル、設計空間固有モデル、ツール連携アルゴリズム固有

モデル、設計ツール固有モデルの全ての記述方法を構築でき、本研究で構築したモデリン

グ概念に対する、モデル記述方法を構築することができた。また、CAD(Geant4)を用いる

ことで、形状や配置といった実体情報についても、システムレベルでのモデリングを可能

とすることができた。すなわち、現状の課題を解決しシステムデザインを一気通貫のモデ

ルベースで行うことができる、モデリング手法を構築することができた。 

 

3.5 結言 

一貫したモデルベースのシステムデザインを実現するモデリング手法を構築するために、

2 章で構築したモデリング概念を基に、モデル記述方法を検討した。以下に、結論を述べ

る。 

1. モデル記述方法の現状技術が整理され、SysML をベースに本研究で目指すモデル記

述方法が構築された。 

2. 製品システムモデル、設計空間固有モデル、ツール連携アルゴリズム固有モデル、

設計ツール固有モデルの 4 つのモデルを SysML を拡張して記述し、それらを紐づけ

ることで一貫してモデルベースのシステムデザインが可能なモデル記述方法が構築

された。 

3. さらに、形状や配置といった実体情報については、パラメトリックに形状、配置を

扱える CAD(Geant4)を用いて、システムレベルでの実体情報のモデリングが可能と

なった。 

本章では、一貫したモデルベースのシステムデザインを実現するための、モデル記述方

法を構築した。これにより、モデリング概念とモデル記述方法を合わせた、モデリング手

法を構築することができた。次章では、構築したモデリング手法を用いて、ハードウェア、

ソフトウェアからなる複雑なシステムであり、特にシステムデザインにおいて性能の支配

因子である実体の考慮が不可欠である放射線計測システムを対象に、手法の検証、応用展

開を行ったので、その結果について述べる。 
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第 4 章 放射線計測システムのシステムデザインへの本モデリング手法の適用結果 

4.1 緒言 

第 2 章で、概念設計、基本設計、および詳細設計に繋がるシステムデザインのプロセス

を一貫してモデリングするためのモデリング概念が構築され、第 3 章で、その概念に対し

て製品システムモデル、設計空間固有モデル、ツール連携アルゴリズム固有モデル、設計

ツール固有モデルの4つのモデルで記述するモデル記述方法が構築された。これらにより、

システムデザインを一貫した概念に基づき、モデルベースで行うためのモデリング手法が

構築された。 

本章では、構築されたモデリング手法を用いて、放射線計測システムのモデリングを行

う。放射線計測システムは、ハードウェア、ソフトウェアからなる複雑な製品システムで

あり、特にシステムデザインにおいて性能の支配因子である実体の考慮が不可欠である。

これにより、本モデリング手法によるシステムデザインプロセスでの一貫したモデルベー

スデザインを検証した。以下に、その結果を述べる。 

 

4.2 放射線計測システムの背景と本モデリング手法の適用理由 

まず、放射線計測システムの背景について述べる。 

約 46 億年前に地球が誕生した時、宇宙空間に存在した様々な物質とともに、放射性物質

も地球に取り込まれた。つまり、我々の身の回りには、ごく普通に放射線が飛び交い、地

球上いたる所に放射性物質が存在している。人体や食物中にも放射性物質は微量に存在す

る。また人類は、宇宙線と呼ばれる宇宙からの放射線照射も受けている。これらの放射線

を総称して自然放射線という。 

地球上には、人工的な放射性物質も存在する。放射性物質は工業、農業、医療など様々

な分野で効果的に広く利用されている。特に、近年の世界的なエネルギー需要の増大に伴

い、Fig. 4.1 に示すように原子力発電所が数多く建設されている 1)。原子炉内では大量の放

射性物質が生成され、この中には自然界に存在しない放射性物質も含まれる。通常、原子

力発電所に使用される核燃料は厳重に処理されており、放射性物質が外界へ漏れ出さない

ように管理、運用されている。 

しかし、2011 年、日本は東日本大震災という未曽有の大震災に見舞われ、地震、津波に

より甚大な被害を受けた。加えて、福島第一原子力発電所にて、大量の放射性物質が漏洩

する事故が発生し、放射性物質の飛散に伴う外部被ばくや内部被ばくによる人体への影響
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が問題となった。限度を超える放射線の影響を受けた場合、DNA 鎖の切断、塩基への損傷

などが起こる。もちろん、元来人間は DNA の修復能力を持ち合わせている。しかし、も

しこの能力に不都合が生じた場合、放射線が癌などの発症原因となる可能性があるため 2)、

外部被ばくや内部被ばくにより、どの程度人体が影響を受けているかを把握しておくこと

は重要である。 

放射線の影響を把握するためには、計測を行う必要がある。外部被ばくによる影響を把

握するためには、定点計測などの空間放射線量の計測が行われる。内部被ばくによる影響

を把握するためには、食物の放射能濃度計測が行われる。事故後、行政機関や専門機関、

業者によって、定点計測や食物検査などが行われ、現在も引き続き実施されている。しか

しそこで明らかになった課題は、住民が知りたい時に、身の回りの状況を把握でき、安心、

安全を確認できるというところまでは至っていなかったことである。 

したがって、身の回りの安心、安全を確認できるような、可搬型で放射線量および放射

能濃度の計測が可能な、高コストパフォーマンス放射線計測システムが求められている。

これまでも数多くの放射線計測器が研究、開発されているが、高性能を求めるあまり高価

格になっているもの、低価格で性能が疎かになっているものなど、住民の要求に応えられ

ていないという課題がある。 

放射線計測システムは、ハードウェア、ソフトウェアからなる複雑な製品システムであ

り、性能やコストなどのトレードオフを考慮する必要がある。つまり、住民の要求に応え

ることができる高価値なシステムを構築するためには、システムデザインを行うことが必

Fig. 4.1  Equipment capacity changes of nuclear power plants in the world1). 
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要である。また、放射線計測システムに関わる物理的な計測方式等は確立された技術となっ

ているが、その用途、要求仕様によって、形状や材料など、そのシステムの実現方法は大

きく変わる。つまり、システムデザインを行う上で、物理的な性能の支配因子である実体

の考慮は必要不可欠である。そこで、実体を考慮し、かつ改良設計や設計変更に対応する

ためにも、設計情報をモデルで表現し、モデルベースでシステムデザインを行うことが必

要である。 

そこで本研究では、放射線計測システムのシステムデザインに対して、本モデリング手

法を適用し、一貫したモデルベースのシステムデザインを検証した。以下に、その結果を

述べる。 

 

4.3 放射線計測システムのシステムデザインにおけるモデリング結果 

4.3.1 企画(要求仕様)の概要 

ここでは、システムデザインプロセスの概念設計へと入力される現状技術の課題とそれ

を解決する要求仕様について述べる。 

現在市販されている主な放射線計測器をまとめたものが Table 4.1 である。これらは放射

線のうち、主に γ 線を検出する計測器であり、使用用途によって使い分けられている。

LB200(BERTHOLD 社製)と CAN-OSP-NAI、SEGe(Canberra 社製)は放射能濃度計測器であ

る。また、検出方式としては、LB200 と CAN-OSP-NAI が NaI(Tl)シンチレーションカウン

タで、SEGe が Ge 半導体検出器となっている。LB200 は、放射能濃度は計測できるものの、

スペクトル分析ができず、放射性物質の核種判別はできない。CAN-OSP-NAI、SEGe は高

精度であり、スペクトル分析ができるため、核種の判別が可能である。また、SEGe は非

常に分解能が高く、より高度で高精度な分析が可能である。しかし、この 2 機種は遮蔽材

の Pb が厚くかつ大きく、高重量となっており、装置は据え置きとなる。また、操作は専

門性が高く、価格も高価であるため、専門家や公的機関の精密検査・分析用に用いられて

いる。EMF211(EMF Japan 社製)は、検出方式に NaI(Tl)シンチレーションカウンタを採用し

ており、本体のみでは空間放射線量を、遮蔽材 Pb を用いることで放射能濃度の計測が可

能である。また、スペクトル分析により、核種の判別が可能である。しかしながら、遮蔽

材 Pb が非常に高重量で持ち運びできないため、使用場所が制限される。また、高価であ

る。RDTX-PRO(Scoshe 社製)、TGS-131(HITACHI ALOKA 社製)、PA-1000 Radi(HORIBA 社

製)は空間放射線量計であり、持ち運び可能である。しかし、表示は放射線量のみであり、
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核種の判別はできない。RDTX-PRO は、Si 半導体検出器で、I-Phone などにアプリをイン

ストールし、接続することで計測が可能である。検出器のみの販売であるため、非常に安

価であるが、センサが小型であるため、精度は低い。TGS-131 は、GM 計数管で、表示も

わかりやすく扱いやすいため、広く普及している。しかし、一定期間で性能が落ち、ガス

管の交換などメンテナンスが必要であり、低寿命という問題がある。Radi は、CsI(Tl)シン

チレーションカウンタを採用しており、CsI(Tl)シンチレータに潮解性がなく高寿命である

ため、コストパフォーマンスが良い。 

以上を整理すると、現状の放射線計測器の課題としては、持ち運び可能で、空間放射線

量と放射能濃度の両計測が可能な計測器がないこと、放射能濃度計測と核種判別が可能な

計測器は非常に高価であり、高重量であることなどが挙げられる。 

そこで、空間放射線量と放射能濃度の計測、核種の判別ができ、また、低価格、軽量、

小型である、高コストパフォーマンスな計測器の実現が求められる。具体的な要求仕様に

ついて、Table 4.2 に示し、以下に述べる。 

Table 4.1  Comparison of radiation measurement instruments. 
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空間放射線量の計測範囲としては、身近な放射線量を計測することが求められるため、

日本における自然放射線量が 0.05～0.1μSv/h 程度であること、福島の高線量な箇所で   

20μSv/h 程度であったことから、0.01～30μSv/h が計測範囲として求められる。外部被ば

くや内部被ばくの人体への影響を確認するため、放射性物質の核種の判別は不可欠である。

地球上には 40K や 226Ra など自然界にも放射性物質が存在し、137Cs や 134Cs などの原発由来

の放射性物質と区別することが求められる。また、γ 線の持つエネルギーが異なるため、

同じ放射線量や放射能濃度であっても、人体への影響度は異なる。そこで、本計測には、

エネルギースペクトルが取得可能で、かつ核種判別が可能であることが求められる。137Cs

は 662keV、134Cs は 600keV と 800keV、40K は 1460keV のエネルギーを持つことから、γ 線

エネルギー計測範囲としては、0.05～2000keVとする。また、137Csの662keVと 134Csの600keV、

800keV が非常に近いエネルギーを持つ γ 線であり、エネルギースペクトルがガウス関数の

ような形状になることを考慮し、これらのエネルギースペクトルを分離するために、エネ

ルギー分解能は 10%以下であることが求められる。感度に関して、短時間、小誤差で測定

することが求められていること、現状技術の比較から、放射線量については、1μSv/h に

おいて 1300cpm(counts per minute)、放射能濃度については、100Bq/kg に対し 40cpm を目標

Table 4.2  List of requirements specification. 
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とする。放射線量は 1 分計測で、放射能濃度は 30 分計測で、カウント数が 1000counts を

超えるため、誤差が±3%以内になる。また、計測時間に関しては、手軽に計測し、スクリー

ニングを行えるようにするため、60 分以内とする。放射能濃度の計測については、国の汚

染米の基準が 100Bq/kg であり、その基準を超えるかどうかを判断することが求められてい

るため、50Bq/kg 以下の検出限界が求められる。重量としては、持ち運びし、様々な計測

場所に対応できるようにするため、遮蔽材を含め、10kg 以下であることが求められる。価

格は、多くの人が購入しやすく広く普及できるように、現行計測器価格の 1/3 程度の    

約 30 万円程度であることが求められる。 

以上のような要求仕様を入力とし、放射線計測システムのシステムデザインに関するモ

デリングを行う。 

 

4.3.2 製品システムモデルのモデリング結果と考察 

ここでは、放射線計測システムの概念設計にあたる製品システムモデルを表現するため

に、モデリングを行う。モデリングは、要求の定義、機能、振る舞いの定義、理想システ

ム構成の定義、理想システム構成に関する制約関係の定義の順で行い、モデル記述方法に

従ってモデルを記述する。 

 

4.3.2.1 放射線計測システムに関する要求の定義とモデル記述 

まず、本研究の設計対象である放射線計測システムの範囲を定義し、対象システムと外

部とを明確にする。本研究では、対象システムを H-SRBC(Handy-Smart Radiation & Becquerel 

Counter)i)と呼ぶ。H-SRBC の使用者としては、主婦などの住民、給食センター、役所職員、

除染業者などが想定され、これまでより身近な放射線量や放射能濃度を手軽に計測できる

ことが求められている。また、求められている本計測システムの位置づけとしては、現地

での簡易計測、精密検査の前段階の事前確認、スクリーニング用途である。そこで、H-SRBC

の周辺環境としては、屋内での使用に関する屋内環境、屋外での使用に関する屋外環境、

測定の際に存在する自然放射線と原発由来の放射線を合わせたバッググラウンド放射線、

測定器に入力される入力電圧、使用環境下の温度、湿度、測定器に付着する水分、測定器

                                                 
i) H-SRBC は、Handy-Smart Radiation & Becquerel Counter の略で、本研究の設計対象である

放射線計測システムの固有名称である。以後、一般的な放射線計測システムと区別するた

めに、H-SRBC の名称を使用する。 
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に与えられる振動、傾斜が考えられる。 

福島原発事故による放射性物質の問題で考慮しないといけないことは、食品などに放射

性物質が含まれた状態で体内に摂取し、内部被ばくを引き起こす可能性があることである。

これは、事故により放射性物質が飛散しているため、土壌などに堆積し、食物に吸収され

てしまう可能性を考慮している。また、土壌などに堆積した放射性物質が自然現象により

移動し、高放射線量のホットスポットを形成する可能性もある。そこで、測定対象として

は、外部ひばくの影響を確認するために空間放射線と、内部被ばくの影響確認やホットス

ポットを調査するために、食品や土壌とする。 

以上の情報を整理し、コンテキスト図を用いて記述した結果を、Fig. 4.2 に示す。 

Fig. 4.2  Description result of design range. 
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次に、要求仕様に基づき、要求を整理、詳細な要求へと分解、分析を行い、H-SRBC に

求められる要求を明確にする。 

H-SRBC に求められることは、住民からの要求である、手軽に身近な放射線に対する安

心、安全を確認できる高コストパフォーマンスな放射線計測システムであることが挙げら

れる。この要求には、正確に放射線を計測でき安全を確認できること、手軽に身近な環境

や物を計測できることという要求が包含されている。Fig. 4.3 に、要求図を用いて記述した

結果を示す。この 2 つの項目に関して、要求を具体化する。 

まず正確な状況把握の要求に関して述べる。Fig. 4.4 に示すように、Fig. 4.3 で挙げた正

確な状況把握という要求を満たすためには、正確に放射線を計測できること、放射線の人

体への影響が安全な範囲かの確認ができること、過去からの放射線量、放射能濃度を時系

Fig. 4.3  Top requirement of H-SRBC. 
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列で比較できることという要求が導出される。さらに、時系列比較をするためには、測定

データを保存し、利用できることが求められる。 

Fig. 4.5 に示すように、Fig. 4.4 で挙げた正確な計測という要求を満たすためには、計測

のS/N比を向上させる必要があり、シグナルに関しては多くの放射線を検知できることと、

ノイズに関しては、ノイズ信号をできるだけ低減することという要求が導出される。検知

する放射線カウント数を増加させるためには、測定対象試料を大容量化し放射線源を多く

すること、計測を長時間行うことで検知数を増やすこと、計測線量率を高める高感度化と

いう要求が導出される。ノイズを低減するためには、システム内におけるノイズを低減す

ること、外部環境から受ける影響を低減することという要求が導出される。 

Fig. 4.6 に示すように、Fig. 4.5 で挙げた外部環境の影響を低減するためには、外部環境

であるバックグラウンド放射線、入力電圧、温度、振動を考慮する必要があり、バックグ

ラウンドの放射線量を低減すること、入力電圧の変動、温度変化、振動に対して計測結果

が変動しないようにすることが必要である。 

Fig. 4.4  Requirement of accurate situation grasp. 
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Fig. 4.5  Requirement of accurate measurement. 

Fig. 4.6  Requirement of influence reduction from external environment. 
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Fig. 4.7 に示すように、Fig. 4.4 で挙げた安全の確認という要求を満たすためには、放射

線の人体への影響度を判別できること、国が定めた食品の安全基準である 100Bq/kg を計測

できるようにするために、検出限界が 50Bq/kg 以下であることが求められる。人体への影

響度確認という要求を満たすためには、人体内部から受ける放射線量(食品等に含まれる放

射能濃度)を計測できること、外部から受ける放射線量(空間放射線量)を計測できること、

人体に影響を与える放射性物質の核種を判別できることが必要である。特に、原発事故由

来の放射性物質である 137Cs など半減期の長い放射性物質を判別できる必要がある。 

Fig. 4.8 に示すように、Fig. 4.7 で挙げた内部被ばく、外部被ばくの計測を行うためには、

γ 線の線量率を計測できることが必要である。また、内部被ばくに関しては放射能濃度を

計測する必要があり、試料の重量を計測することも必要である。Fig. 4.7 で挙げた放射性物

Fig. 4.7  Requirement of safety check. 
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質の核種判別を行うためには、放射線のエネルギースペクトルを取得できることと、核種

によって既知のエネルギーを持つ放射線を放出することから、ピークエネルギー値を判別

し、核種を特定できることが必要である。ピークエネルギーの判別を行うためには、134Cs

の 600keV ピークと 137Cs の 662keV ピークを分離し、原発事故由来の 134Cs と 137Cs が判別

できるように 10%以下の高分解能が求められる。また、10%以下の分解能であってもピー

クは重なるため、エネルギースペクトルを分離し、ピークエネルギーが判別できることも

求められる。 

次に、Fig. 4.3 で挙げたユーザビリティの要求に関して述べる。Fig. 4.9 に示すように、

ユーザビリティの要求に対しては、手軽に簡単に計測できること、個人や小規模な団体で

購入可能な低価格であること、屋内や屋外の使用環境に対応し使用できることが求められ

る。 

Fig. 4.8  Requirement of internal/external exposure measurement and radionuclide discrimination. 
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Fig. 4.10 に示すように、Fig. 4.9 で挙げた手軽で簡易な計測という要求に対しては、扱い

やすい大きさである 5000cm3 以下の小型であること、手軽に 1 時間以内という短時間で計

測できること、手軽に扱える10kg以下の軽量であること、わかりやすく使いやすいユーザー

インターフェースであることが求められる。これらの具体的な制約条件は、現地ヒアリン

グの結果に基づく要求仕様の数値である。 

Fig. 4.11 に示すように、Fig. 4.9 で挙げた低価格の要求を満たすためには、購入価格が   

30 万円以下と低価格であることと、メンテナンス費用が安いことが求められる。購入価格

の制約条件は、現在の放射能計測器の 1/3 程度の価格で、現状技術とヒアリングの結果を

考慮した要求仕様の数値である。購入価格を安くするためには、部材費、開発費、製造費

を安くすることが求められる。低メンテナンス費用の要求を満たすためには、部品の交換

や再調整までの期間が長くて済む計測器の性能寿命が長いこと、消耗品が簡単に安価で交

換できること、汚れにくく簡単に掃除ができることが求められる。 

Fig. 4.12 に示すように、Fig. 4.9 で挙げた使用環境対応の要求を満たすためには、傾きの

変化に対し機器が壊れず計測結果が変動しないこと、生活防水程度の防水性があること、

使用中に生じる程度の衝撃に対して耐衝撃性があること、山林などの現地で計測するため

に屋外での計測に対応できることが求められる。 

Fig. 4.9  Requirement of usability. 
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Fig. 4.10  Requirement of easy and convenient measurement. 

Fig. 4.11  Requirement of lower price. 
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以上のように、製品システムである H-SRBC に係る要求を定義し、モデルを記述するこ

とができた。次に、要求を満たすような機能、振る舞いを定義する。 

 

4.3.2.2 放射線計測システムに関する機能、振る舞いの定義とモデル記述 

ここでは、要求を満たすような、製品システムに関する機能、振る舞いを定義し、モデ

ルを記述する。H-SRBC に関しては、振る舞いに関係する機械的な機構などはなく、放射

線を検出するハードウェアのセンシング機能とソフトウェアの計算、処理機能が予想され

る。そこで、ユースケース図を用いて、大まかな機能を記述することとする。記述した結

果を Fig. 4.13 に示し、以下に詳細を述べる。 

H-SRBC がユーザに提供する機能は、放射線に対する安全を確認する機能である。その

機能が包含する機能としては、外部被ばくの影響を確認する機能と内部被ばくの影響を確

認する機能がある。 

外部被ばくの影響を確認する機能は、システム外部である空間放射線量と土壌と関係す

る機能である。空間放射線量に関係した外部被ばくの影響を確認する機能には、空間放射

線量を計測する機能が含まれる。また土壌に関係した外部被ばくの影響を確認する機能に 

Fig. 4.12  Requirement of usage environment correspondence. 
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は、空間放射線量を計測する他に、対象物の放射能濃度を計測する機能と、放射性核種を

判別する機能が含まれる。内部被ばくの影響を確認する機能は、システム外部の食品と関

係がある機能である。この機能には、対象物の放射能濃度を計測する機能と、放射性核種

を判別する機能が含まれる。また、外部被ばく、内部被ばくの影響を確認する機能には、

それぞれの計測結果を示す機能も含まれる。計測結果を示す機能には、拡張機能として、

スペクトルを示す機能がある。 

対象物の放射能濃度を計測する機能には、バックグラウンドの影響を除去する機能が含

まれる。放射性核種を判別する機能には、計測結果をヒストグラム化しエネルギースペク

トルを算出する機能と、放射性核種ごとにエネルギースペクトルを分離する機能が含まれ

る。エネルギースペクトルを分離する機能には、ノイズ分やスペクトルの重なりなどを考

慮するために、放射性核種別のエネルギースペクトルを推定する機能が含まれる。 

以上のように、製品システムに関する大まかな機能を定義し、モデルを記述することが

できた。次に、要求を満たし、機能、振る舞いを実現できる理想システム構成を定義する。 

 

4.3.2.3 放射線計測システムの理想システム構成の定義とモデル記述 

ここでは、要求を満たし、機能、振る舞い実現する理想システム構成を定義し、モデル

を記述する。そのために、まずは要求、機能を基に、理想システム構成の推定を行う。 

放射線計測システムに関わる物理的な計測方式は確立された技術となっており、計測対

象や使用目的の違いによって様々な計測器がある。放射線は直接計測することができない

ため、放射線と物質の間で起こる相互作用を利用して計測する。放射線の計測は、放射線

の存在有無だけでなく、放射線の線量やエネルギー、あるいはその他の放射線のもつ性質

を調査することに使用される。計測器を検出に関する物理現象的に大別すると、Table 4.3

に示すように 3 種類に分類される 3)。電離作用による電子を利用するものとしては、電離

箱、比例計数管、GM(ガイガーミュラー)計数管、半導体検出器、霧箱、泡箱、放電箱など

がある。原子・分子の励起により発生する光を利用するものとしては、シンチレーション

カウンタ、Cherenkov カウンタがある。化学反応を利用するものとしては、原子核乾板、

化学線量計などがある。前述の通り、これらの計測方式から計測対象や使用目的に応じて

選定する必要がある。 

H-SRBC の計測対象となる放射線は γ 線である。γ 線は、非常に透過性が高く外部被ばく

の主な原因である。体外にある放射性物質から発せられた放射線が身体を通過する際に被
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ばく、つまり外部被ばくするため、γ 線の量を計測することで外部被ばくによる人体への

影響を確認することができる 4)。α 線、β 線は、電離作用が強いため透過性が低く飛距離は

短いが、放射性物質を体内に取り込んだ場合に、内部被ばくに関与する。しかし、α 線、β

線、γ 線を全て同時に計測することはその性質上難しい。そこで、内部被ばくに関しても、

γ 線を計測することで、放射線源の強度を評価し、内部被ばくによる人体への影響を確認

することとする。γ 線の計測方式としては、主にシンチレーションカウンタ、半導体検出

器、GM 計数管が利用されているため、それらの比較を行う。 

シンチレーションカウンタは、γ線が入射することによって蛍光を発する物質(シンチレー

タ)を用いて、その光を受光し電気信号に変換することで放射線を計測するものである。シン

チレータでは、γ 線が入射することで、光電効果、コンプトン効果、電子対創生という相

互作用を起こし、γ 線エネルギーの吸収が行われる 5, 6)。シンチレータの発光原理 7)は、   

Fig. 4.14 に示すように、①γ 線が入射し物質中で相互作用を起こす。②価電子帯にある電

子は十分なエネルギーを得て伝導帯に移動する。③この電子は伝導帯内を自由に動き周る。

捕獲中心に捕らえられ、熱励起により再び伝導帯へ戻ることもある。④価電子帯に残った

正孔は価電子帯を移動する。⑤正孔は活性化物質の基底準位の束縛電子を奪い結合し、基

底準位に空位が生じる。⑥伝導帯にある自由電子は活性化物質の励起準位に下がる。⑦さ

らにその電子は空位の基底準位に遷移する。⑧この遷移によって、活性化物質の励起準位 

Table 4.3  Classification of radiation measurement instruments. 
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と基底準位のエネルギー差がシンチレーション光として放出される。以上が発光原理であ

る。シンチレータは種類によって活性化物質の励起準位が決まっているため、γ 線の入射

エネルギーに比例して、シンチレーション光の光子数が変化する。シンチーションカウン

タでは、シンチレーション光の発光毎の光子数はエネルギー計測に、発光回数は線量計測

に利用することができる。 

半導体検出器は、γ 線を半導体で直接検出する方式である 8, 9)。検出原理は、Fig. 4.15 に

示すように、半導体に γ 線が入射すると、その飛跡に沿って多数の電子正孔対が生成され

る。この生成過程には、γ 線が直接電子を励起する過程と、励起された電子が伝導帯の下

方に下りてくる際に余分なエネルギーが電磁波として放出され、その電磁波によって繰り

返し他の電子が励起される過程の両方が含まれる。生成される電子正孔対の個数は、入射

γ線のエネルギーに相当する。生成される電子正孔対の平均個数を𝑁、入射エネルギーを𝐸、

一対の電子正孔対の生成に必要な平均エネルギーを𝜀とすると、 

 
𝑁 =

𝐸

𝜀
 (4.1) 

が成り立つ。𝜀はその半導体のバンドギャップに相当する。したがって、半導体検出器にお

いて、検出電荷量と検出回数は、それぞれエネルギー計測と線量計測に利用される。半導

体検出器は、半導体の種類によって検出器の性質が変わり、代表的なものとして、Ge 半導

体検出器と Si 半導体検出器がある。Ge 半導体検出器は、バンドギャップが小さく多くの

Fig. 4.14  Principle of light emission. 
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電荷を検出できるため、エネルギー分解能が非常に高く、放射能の計測や核種の分析など

放射線の詳細な計測に向いている。しかし、バンドギャップが小さいことで熱による励起

が大きく関与するため、液体窒素での冷却が不可欠である。高精度な計測が可能な反面、

装置が大きく、重く、長時間の計測を有するなど、使用には専門性を必要とする。Si 半導

体検出器は、PIN 型半導体でできており、小型で安価に利用できる。しかし、Si の原子番

号が 14 で、密度が小さいため、γ 線阻止能が低く、入射 γ 線の多くがエネルギーをあまり

消費せず透過してしまうため、核種判別などには不向きである。 

GM 計数管は、もっとも古い形式の放射線検出器の 1 つであり、電離に基づくガス入り

検出器で、ガス増幅によって放射線の飛跡に沿って作られた最初のイオン対を大きく増幅

する、ガイガー放電の連鎖反応が利用されている 10-12)。Fig. 4.16 に示すように、入射放射

線によって生成された電子によって電子なだれが引き起こされた際、2 次イオンに加えて

多数の励起ガス分子が電子衝突によって作られる。この励起分子は、数 ns 以下の時間に光

子を放出して基底状態に戻る。光子のエネルギーによって、新しく生み出された自由電子

が陽極に向かって移動する過程で、別の電子なだれを次々に引き起こし、自己伝播型連鎖

反応を起こす。GM 計数管では非常に高い電界が印加されており、ガイガー放電が短時間

に指数関数的に起こり、最終的には、入射放射線が生成した最初のイオン対の数に関係な

く、ほぼ同じ全電荷量に成長し、ガイガー放電が終了する。したがって、GM 計数管では、

非常に大きな電荷量を収集でき、安定した出力を得ることができる。また、外部での増幅

が必要なく、周辺電子回路を簡単にでき、また管自体が安価であるため、装置全体として 

Fig. 4.15  Principle of semiconductor detector. 
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低価格で利用できる。しかし、原理の性質上、放射線の入射エネルギーの情報は得られな

い。また、充填されたガスが計測に伴い機能を果たすと解離するため、徐々に消費される

という使用寿命があり、一定期間毎に管の交換など、メンテナンスを有する。 

以上の代表的な γ線の計測方式について、H-SRBCへの要求である空間放射線量の計測、

放射能濃度の計測、核種判別に関して比較したものを Table 4.4 に示す。要求項目を満たす

可能性のある計測方式としては、シンチレーションカウンタと Si 半導体検出器である。こ

の 2 種類について、γ 線のエネルギー吸収効率について考慮する。γ 線の吸収(減衰)には、

物性値である線減衰係数と入射方向の距離(厚さ)が関係する。ここで一例として、シンチ

レーションカウンタに利用されている CsI(ヨウ化セシウム)シンチレータ結晶と Si 半導体

検出器に利用される Si について比較する。Table 4.5 に示すように、662keV、100keV のエ

Fig. 4.16  Mechanism of Geiger discharge. 

Table 4.4  Comparison of measurement method. 
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ネルギーを持つ入射 γ 線を仮定した場合、エネルギーを半分にする半価層の厚さを比較す

ると、CsI シンチレータの方が Si よりも 2 倍以上の短い距離で γ 線を吸収できることがわ

かる。したがって、要求を満たし、かつ高検出効率にできる可能性のあるシンチレーション

カウンタを、H-SRBC の計測方式として採用する。シンチレーションカウンタの構成の一

例を Fig. 4.17 に示す。 

次に、以上の検討を踏まえ、理想システム構成を定義し、モデルの記述を行う。ブロッ

ク図を用いて記述した結果を、Fig. 4.18、Fig. 4.19 に示す。Fig. 4.18 は機能構成を記述した

もので、Fig. 4.19 はハードウェア的な側面でシステム構成を記述したものである。 

Fig. 4.18 に示すように、H-SRBC を構成する機能要素としては、γ 線を検知し信号化する

γ 線信号取得機能、γ 線信号の電圧変換からピーク電圧を検出する波高値取得機能、波高値

をエネルギー値に変化し積算するスペクトルデータ作成機能、スペクトルデータや計測結

果のデータ保存機能、放射能濃度を推定し算出する放射能計測機能、放射線量を推定し算

出する放射線量計測機能、様々な項目、放射性核種の判別を行う核種判別機能、操作の入

力や結果の出力などのユーザインタフェイス機能、移動計測などにおける位置推定機能、

温度変化に対応するための温度補正機能、測定器と周辺機器との通信機能である。 

Fig. 4.19 に示すように、H-SRBC を構成する要素としては、計測に関係する計測部、通

信などの制御を行う制御部、様々な演算を行う計算部、ユーザに対する入出力を行う表示

Table 4.5  Relation between linear attenuation coefficientand Half-Value Layers(HVL) of CsI or Si. 

Fig. 4.17  Configuration example of scintillation counter. 
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部、電源に関係する電源部、位置情報の取得などを行う位置センサ、H-SRBC のケースで

ある。計測部は、バックグラウンド遮蔽部、サンプル容器、検知部からなる。検知部は、

センサ部、光検出デバイス、信号の増幅や取得を行う信号処理部、基板温度や筐体温度を

計測する温度センサ、検知部ケースからなる。センサ部は、シンチレータ結晶、遮光材、

反射材、ハウジングケースからなる。 

次に、これらのシステム構成要素と要求との対応関係を述べる。記述した結果の一部を

Fig. 4.20 に示す。ここで載せていない残りの記述結果については付録に示す。 

Fig. 4.20 では、Fig. 4.5 で挙げた高感度化という要求に対して、シンチレーションカウン

タへの要求へと詳細化し、固体シンチレータ結晶でその要求を満たすべきであることを示

Fig. 4.18  Description result of ideal system functional structure. 



109 

している。高感度化という要求を満たすためには、放射線阻止能の高い物質を利用するこ

と、放射線を捕獲する物質を大きくすることが求められる。高放射線阻止能の要求に対し

ては、線吸収率の大きいシンチレータを利用することが求められる。放射線阻止物質の大

サイズ化の要求に対しては、シンチレータの体積を大きくすることが求められる。これら

高い吸収率と大体積化という要求を、固体シンチレータにより満たす。つまり、固体シン

チレータは高い吸収率を有し、大体積である必要がある。このように、どの要求に対して

どのような構成要素で満たすのかという関係と、またその構成要素が満たすべき仕様を明

確に記述することができる。 

 

Fig. 4.19  Description result of ideal system structure. 
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以上のように、要求を満たし、機能、振る舞い実現する理想システム構成を推定、定義

し、モデルを記述することができた。また、要求とシステム構成との関係も明確に記述す

ることができた。次に、理想システム構成に関する制約関係の定義を行う。 

 

Fig. 4.20  Relationship between requirement and solid scintillator. 
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4.3.2.4 理想システム構成に関する制約関係の定義とモデル記述 

ここでは、前述の通り定義した理想システム構成に関する制約関係を定義し、モデルを

記述する。形状や物性といった情報はまだ含まれないため、主として一般的な物理式や経

済式などの制約関係を記述する。 

まず、H-SRBC の検出限界に関する制約式を定義する。これは、H-SRBC への要求とし

て、低検出限界であることという要求があり、検出限界に関して定式化しておく必要があ

る。検出限界は、計測誤差(標準偏差)に関係している。また、誤差に対する信頼区間によっ

ても検出限界値は左右される。信頼区間は、標準偏差𝜎に対し2𝜎の範囲で信頼度は 95%、3𝜎

の範囲で信頼度は 99.7%であることが知られている。この信頼度は、計測した値が計測誤

差の範囲内に収まっていることを保障する確率である。検出限界𝐷𝐿(Bq/kg)は、 

 𝐷𝐿 =
𝑎 × 𝜎

൬
𝑆஻௤
100

൰

 
(4.2) 

で表される。𝑎は信頼区間を決める係数、𝜎は標準偏差(cpm)、𝑆஻௤は放射能濃度計測に対す

る感度(cpm)である。標準偏差𝜎は、 

 
𝜎 = ඨ

𝑆஻௤ + 𝐶𝑅஻ீ

𝑀𝑇
+
𝐶𝑅஻ீ
𝑀𝑇

 (4.3) 

で求められる。𝐶𝑅஻ீは計測部内部のバックグラウンドの計数率(cpm)、𝑀𝑇は計測時間(min)

である。計測部内部のバックグラウンド計数率𝐶𝑅஻ீは、 

 𝐶𝑅஻ீ = 𝑆 × 𝑆𝑣஻ீ (4.4) 

で求められる。𝑆は検出器の感度(cpm/(µSv/h))、𝑆𝑣஻ீは計測部内部のバックグラウンド放射

線量(µSv/h)である。放射能濃度計測に関する感度𝑆஻௤、検出器の感度𝑆、計測部内部のバッ

クグラウンド放射線量𝑆𝑣஻ீについては、シンチレータやバックグラウンド遮蔽部の形状や

物性値が決まらなければ求めることができないため、ここでは定式化することはできない。 

以上の制約関係を記述した結果を、Fig. 4.21～Fig. 4.24 に示す。Fig. 4.21 はブロック定義

図を用いてパラメータの型を記述した結果、Fig. 4.22 はブロック図を用いて制約式を記述

した結果、Fig. 4.23 は内部ブロック図を用いて各パラメータがどの構成要素に属するかを

記述した結果、Fig. 4.24 はパラメトリック図を用いて検出限界に関わる制約関係を可視的

に記述した結果である。 

次に、H-SRBC のコストに関する制約式を定義する。これは、H-SRBC への要求として、

低価格化という要求があり、コストに関して定式化しておく必要がある。H-SRBC 全体で 
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Fig. 4.21  Description result of parameter type. 

Fig. 4.22  Description result of constraint. 

Fig. 4.23  Description result of assigning to system structure. 
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のコストは、各システム構成要素のコストの総和、 

 
𝐶 =෍𝐶௜

ଵ଺

௜ୀଵ

 (4.5) 

で求められる。𝐶は H-SRBC 全体でのコスト(円)、𝐶௜は各構成要素のコスト、𝑖は各構成要

素を表している。H-SRBC の構成要素は、Fig. 4.19 の通り、シンチレータ結晶、遮光材、

反射材、ハウジングケース、光検出デバイス、信号処理部、温度センサ、検出部ケース、

バックグラウンド遮蔽部、サンプル容器、制御部、計算部、表示部、電源部、位置センサ、

H-SRBC のケースである。 

コスト式を記述した結果を、Fig. 4.25～Fig. 4.28 に示す。Fig. 4.25 はブロック定義図を用

いてパラメータの型を記述した結果、Fig. 4.26 はブロック図を用いて制約式を記述した結

果、Fig. 4.27 は内部ブロック図を用いて各パラメータがどの構成要素に属するかを記述し

た結果、Fig. 4.28 はパラメトリック図を用いてコストに関わる制約関係を可視的に記述し

Fig. 4.24  Description result of constraint relationship. 
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た結果である。同様にして他の制約関係についても定義した。ここで載せていない残りの

制約関係の定義、記述結果については付録に示す。 

Fig. 4.25  Description result of parameter type. 

Fig. 4.26  Description result of constraint. 
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以上のように、理想システム構成に関する制約関係を定義し、モデルを記述することが

できた。製品システムモデルの記述ができたので、次に設計空間固有モデルの記述を行う。 

 

Fig. 4.27  Description result of assigning to system structure. 
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Fig. 4.28  Description result of constraint relationship. 
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4.3.3 設計空間固有モデルのモデリング結果 

ここでは、放射線計測システムの基本設計にあたる設計空間固有モデルを表現するため

に、モデリングを行う。モデリングは、設計空間に関する要求の定義、設計空間に関する

具体的なシステム構造の定義、その具体的なシステム構造に関する制約関係の定義、最適

化問題の定義の順で行い、モデル記述方法に従ってモデルを記述する。 

 

4.3.3.1 設計空間に関する要求の定義とモデル記述 

まず、製品システムモデルで定義された要求を基に、具体的なシステム構造(例えば形状

など)を導出するような要求まで詳細化する。 

Fig. 4.29 に示すように、製品システムモデルの要求で定義されたシンチレータの大体積

化という要求については、放射線が入射する面積を大きくする、放射線が入射する方向の

シンチレータの厚さを厚くするという要求が導出される。つまり、面積、厚さを大きくで

きるような直方形のシンチレータが求められる。 

Fig. 4.30 に示すように、製品システムモデルの要求で定義された放射線を遮蔽する距離 

Fig. 4.29  Requirement of larger scintillator volume. 
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を長くするという要求には、遮蔽材の厚さを厚くするという要求が求められる。また、バッ

クグラウンド放射線の影響を低減する要求や屋外計測への対応という要求については、屋

外では放射線が全ての方向から入射する可能性があるため、全ての方向からの放射線を遮

蔽できるような構造が求められる。 

このようにして、製品システムモデルの要求をさらに分解、分析することで、具体的な

構造に繋がる要求を定義することができる。同様にして他の要求についても定義、記述し

た。ここで載せていない残りの要求の定義、記述結果については付録に示す。 

 

4.3.3.2 設計空間に関する放射線計測システムの具体的なシステム構造の定義とモデル記述 

ここでは、設計意図や設計目的から具体化されたシステム構造を定義し、モデルを記述

する。製品システムモデルで記述したシステム構成に対して、H-SRBC の具体的なシステ

ム構造を記述した一部を、Fig. 4.31 に示す。Fig. 4.31 では、固体シンチレータの具体的な

Fig. 4.30  Requirement of shilding radiation. 
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構造として直方形の CsI(Tl)シンチレータ結晶、ハウジングケースの具体的な構造として中

空直方形の Al ハウジングケース、それらからセンサ部も直方形となっている。バックグラ

ウンド遮蔽部に対しては円筒形の Pb 遮蔽部、サンプル容器に対しては円筒形のサンプル

容器、H-SRBC ケースに対しては直方形の H-SRBC ケースが具体的な構造として記述され

ている。同様にして、具体的な部品や形状、材料などを記述することができた。残りの記

述結果については、付録に示す。 

 

4.3.3.3 具体的なシステム構造に関する制約関係の定義とモデル記述 

ここでは、前述で定義した具体的なシステム構造に関する制約関係を定義し、モデルを

記述する。これは、具体的なシステム構造が定義できたことで、形状や材料が関係する制

Fig. 4.31  Description result of specific system strucutre. 
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約関係も定義することができるためである。 

製品システムモデルで、形状や材料に関係するためそれ以上の定義ができなかった放射

能濃度計測に関する感度𝑆஻௤の定式化を行う。この感度𝑆஻௤は、形状によって決定される幾

何学的効率と、入射した後シンチレータ結晶内部で γ 線をどれだけ吸収するかという絶対

効率によって効率が決定され、線量に対しその効率によってどれだけ検出できるかで決定

される。感度𝑆஻௤は、 

 𝑆஻௤ = 𝑁ఊ.௠௜௡ × 𝐸 (4.6) 

で表される。𝑁ఊ.௠௜௡は入射γ線数(/min)、𝐸は効率である。𝑁ఊ.௠௜௡は、試料から放出されるγ

線の数で、本研究では仕様を表す基準として国の基準である 100Bq/kg の試料を仮定してい

る。効率𝐸は、 

 𝐸 = 𝐸௚ × 𝐸௔ (4.7) 

となり、𝐸௚は幾何学的効率、𝐸௔は絶対効率である。幾何学的効率𝐸௚は、 

 
𝐸௚ =

1 − cos 𝜃

2
 (4.8) 

で求められ、cos 𝜃は、 

 
cos 𝜃 =

𝐷௦௖

ඨ൬
𝑊′
2
൰
ଶ

+ 𝐷௦௖
ଶ

 
(4.9) 

で求められる。𝐷௦௖は試料とシンチレータ結晶の距離である。𝑊′は、入射面を仮想的に正

方形に見立てた場合の一辺(mm)で、 

 𝑊′ = √𝑊 ×𝐻 (4.10) 

で求められる。W はシンチレータ横幅(mm)、H はシンチレータ縦幅(mm)である。絶対効率

𝐸௔は、 

 𝐸௔ = 1 − 𝑒ିఓ೘×
஽

ଵ଴଴଴
×ఘ (4.11) 

で求められる。𝜇௠は質量減衰係数(m2/kg)、𝐷はシンチレータの高さ(mm)、𝜌は密度(kg/m3)

である。𝜇௠と𝜌はシンチレータ種類、ここでは CsI(Tl)によって決定される値である。 

上記の制約式に関して、ブロック定義図でパラメータの型および制約式、内部ブロック

図で構造への割り当て、パラメトリック図で制約関係の記述を行った。パラメトリック図

で記述した結果をFig. 4.32に示す。同様に他の制約関係についても記述することができた。 
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4.3.3.4 最適化問題の定義とモデル記述 

ここでは、最適化設計を行うための、パラメータの情報、最適化問題を定義し、モデル

を記述する。要求を満たすような適正な設計解を導出するために、次のような最適化問題

を設定した。まず、目的関数としては、感度、検出限界、分解能、コスト、重量、筐体サ

イズ、計測時間とし、感度は最大化、残りの目的関数は最小化する。評価指標 SDSI-C は

次式のように定義する。 

 
𝑆𝐷𝑆𝐼 − 𝐶 =

𝑆(𝑐𝑝𝑚)

𝐷𝐿(𝐵𝑞/𝑘𝑔) × 𝑅(%) × 𝐶(𝑦𝑒𝑛) ×𝑊(𝑔) × 𝑉(𝑐𝑚ଷ) × 𝑀𝑇(𝑚𝑖𝑛)
 (4.12) 

𝑆は感度、𝐷𝐿は検出限界、𝑅は分解能、𝐶はコスト、𝑊は重量、𝑉は体積、𝑀𝑇は計測時間を

表し、最適化では SDSI-C を最大化する。設計変数は、シンチレータの縦、横、厚さ、バッ

クグラウンド遮蔽材の厚さ、計測時間、試料容器の半径、厚さとした。それぞれのパラメー

タはすでに定義されているので、最適化問題を記述するためのステレオタイプを用いて、

Fig. 4.33 のように記述した。また、その他のパラメータについても、初期値や単位といっ

たパラメータの情報を全て記述した。(付録参照) 

以上、設計空間固有モデルを記述することができたので、次にツール連携アルゴリズム

固有モデルのモデリングを行う。 

 

4.3.4 ツール連携アルゴリズム固有モデルのモデリング結果 

ここでは、放射線計測システムの基本設計から詳細設計へ繋ぐためのツール連携アルゴ

リズム固有モデルを表現するために、モデリングを行う。モデリングは、設計ツールの構

成の定義、それらの設計ツールを連携するフローの定義の順で行い、モデル記述方法に従っ

てモデルを記述する。 

 

4.3.4.1 設計ツールの構成の定義とモデル記述 

本研究では、システムデザイン手法として SDSI-Cubic 手法を用いる。また、形状や配置

といった実体情報をモデル化するために、設計ツールであるCAD(Geant4)との連携を行う。

したがって、SDSI-Cubic手法が持つ機能に対して、どの設計ツールを利用して実現するか、

その設計ツールの構成を定義し、ブロック定義図を用いて記述を行った。記述結果は、3

章で述べた Fig. 3.29 と同様であるため、それを参照とする。 
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Fig. 4.33  Description result of optimization problem. 
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4.3.4.2 設計ツールを連携するフローの定義とモデル記述 

次に、設計ツールを連携するフローの定義を行う。記述はアクティビティ図を用いて行

い、ツールが果たす機能とその流れを定義する。ここでは、SDSI-Cubic 手法の機能の流れ

を踏襲し、また CAD(Geant4)ツールを連携して 3 次元形状の構築も行う機能を含めて定義

し、記述を行った。記述結果は、3 章で述べた Fig. 3.30 と同様であるため、それを参照と

する。 

 

以上、設計ツールの構成の定義、それらの設計ツールを連携するフローの定義を含むツー

ル連携アルゴリズム固有モデルを記述することができたので、次に、CAD(Geant4)を連携

するための設計ツール固有モデルのモデリングを行う。 

 

4.3.5 設計ツール固有モデルのモデリング結果 

ここでは、放射線計測システムの詳細設計へと設計情報を連携するための設計ツール固

有モデルを表現するために、モデリングを行う。モデリングは、CAD(Geant4)のためのシ

ステム構造の定義、CAD(Geant4)のためのシステム構造に関する制約関係の定義の順で行

い、モデル記述方法に従ってモデルを記述する。 

 

4.3.5.1 CAD(Geant4)のためのシステム構造の定義とモデル記述 

まず、設計空間固有モデルで記述したシステム構造に対し、CAD(Geant4)のための構造

情報を定義し、モデルを記述する。 

H-SRBC の具体的なシステム構造に対して、CAD(Geant4)用の構造を記述した一部を、

Fig. 4.34～Fig. 4.39 に示す。これらは、直方形 CsI(Tl)シンチレータ結晶に関して、配置、

形状、材料を記述したものである。Fig. 4.34 では、シンチレータ結晶の配置について記述

している。シンチレータ結晶は直方形センサ部に含まれているため、センサ部の 1 つの構

造として配置される。配置に必要な情報である、基準となる母体の指定、実体をいくつ配

置するかのコピー数、回転の指定、重心の X、Y、Z 位置、配置する実体の指定の情報を

記述している。Fig. 4.35 では、シンチレータ結晶の実体について記述している。実体には、

実体名、形状の指定、材料の指定の情報が必要であり、それらを記述している。Fig. 4.36

では、シンチレータ結晶の形状について記述している。設計空間固有モデルで直方形と定

義されているので、ここでは箱型の形状を選択し、箱型形状について記述している。箱型
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形状には、形状名、重心を原点とした X、Y、Z の距離の情報が必要であり、それらを記

述している。Fig. 4.37 では、シンチレータ結晶の材料について記述している。設計空間固

有モデルで CsI と定義されているので、ここでは CsI の材料について記述している。CsI

Fig. 4.34  Description result of placement information. 
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は Cs と I の 2 元素からなる結晶であるため、2 元素を合わせる情報である、材料名、密度、

元素数、Cs 元素の指定、Cs の重量比、I 元素の指定、I の重量比の情報を記述している。

Fig. 4.38、Fig. 4.39 では、Cs 元素、I 元素の定義をそれぞれ記述している。材料元素に必要

な、元素名、元素記号、原子番号、原子量の情報を記述している。これらの情報により、

Geant4 でシンチレータ結晶の 3 次元 CAD モデルを生成することができる。 

以上のように、設計空間固有モデルで記述したシステム構造に対して、Geant4 で 3 次元

CAD モデルを生成するための構造情報を記述することができた。他のシステム構成要素に

関しても同様に記述することができた。それらの記述結果は、付録に示す。 

 

 

 

 

 

 

Fig. 4.35  Description result of entity information. 
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Fig. 4.36  Description result of shape information. 
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Fig. 4.37  Description result of material information. 
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Fig. 4.38  Description result of element information (Cs). 
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4.3.5.2 CAD(Geant4)のためのシステム構造に関する制約関係の定義とモデル記述 

次に、前述の CAD(Geant4)のためのシステム構造を定義したことによって必要になった

構造に関する制約関係と、製品システムモデルおよび設計空間固有モデルとの間に生じる

制約関係を定義し、モデルを記述する。 

CAD(Geant4)に関する制約関係を記述した一部を、Fig. 4.40、Fig. 4.41 に示す。これらは、

設計空間固有モデルと、前述で定義した Geant4 のためのシステム構造情報との間の制約関

係について記述したものである。具体的には、シンチレータ結晶の縦、横、厚さパラメー

タの関係と、CsI の密度パラメータの関係を記述している。Fig. 4.40 では、ブロック定義図

Fig. 4.39  Description result of element information (I). 
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を用いて制約式を記述しており、Fig. 4.41 では、パラメトリック図を用いて制約関係の可

視化を行っている。 

Fig. 4.40  Description result of constraint. 

Fig. 4.41  Description result of constraint relationship. 
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以上のように、Geant4 で 3 次元 CAD モデルを生成するための構造情報に関する制約関

係を記述することができた。他の構造要素に関しても同様に記述することができた。それ

らの記述結果は、付録に示す。 

これまでの検討で、設計ツール固有の情報、ここでは Geant4 で 3 次元 CAD モデルを生

成するための情報をモデリングすることができた。設計ツール固有モデルに記述した情報

を用いて、Geant4 用の入力ファイルの形式に変換した結果を Fig. 4.42 に、Geant4 で生成し

出力した 3 次元 CAD モデル(VRML 形式)を Fig. 4.43 に示す。ここでは、放射線計測システ

ムの設計で重要なセンサ部(シンチレータ結晶＋ハウジングケース)をモデル化している。 

Fig. 4.42  Input file of Geant4. 

Fig. 4.43  3D-CAD model. 
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4.4 応用展開の結果と考察 

4.4.1 SDSI-Cubic フレームワークを用いた最適化設計の実行結果と考察 

前述でモデリングした結果を用いて、SDSI-Cubic フレームワークを用いた最適化設計を

行った。ここでは簡単に述べるが、H-SRBC は Fig. 4.44 に示すような構造であり、最適化

問題は Table 4.6 に示す目的関数、設計変数である。本研究では、式(4.12)に示す評価指標

SDSI-C を最大にする解を適正設計解とする。 

まず、H-SRBC に内包される複雑な依存関係を整理するため、設計タスク抽出を行った。

結果を Table 4.7 に示す。Table 4.7 に示すように、16 個の設計タスクが抽出されている。つ

まり、H-SRBC に内包する設計問題は、16 個の設計タスクで整理できることがわかった。 

次に、DSM(Design Structure Matrix)とパーティショニングを用いて、設計ワークフロー

構築を行った。結果を Fig. 4.45 に示す。Fig. 4.45 では、16 個の設計タスクに加えて、最適

化のフィードバックを扱うための設計変数タスク(designTask00～deginTask06)が追加されて

いる。Fig. 4.45 で示すように、designTask1/13/2/15 は設計変数に関係しない設計タスクであ

るため最適化には含まれず、残りの設計タスクは全て最適化に関係する設計ワークフロー

が構築できた。また、この結果を基に、I-sight 上に構築された最適化実行ワークフローを

Fig. 4.46 に示す。 

Fig. 4.44  Schematic of H-SRBC. 
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Table 4.7  Result of design task extraction. 

Table 4.6  List of objective function and design variable. 
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Fig. 4.45  Result of DSM partitioning. 

Fig. 4.46  Result of constructed optimization execution flow. 
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最適化は、I-sight 上で多目的最適化手法 NSGA2 (個体数 40、世代数 250 を設定)を用い

て実行した。実行結果のパレート解および評価指標 SDSI-C を最大にする解を、Fig. 4.47～

Fig. 4.52 に示す。各グラフでは、関係の強い目的関数を軸に比較しているが、プロットし

ているデータは同じパレート解である。Fig. 4.47 はコストと感度の関係を示し、シンチレー

タを大きくすることで高感度化できるがコストは増大してしまうといった相反する関係が

表れている。Fig. 4.48 は分解能と感度の関係を示し、シンチレータを小さくすることで分

解能を向上できるが感度は低下してしまうといった相反する関係が表れている。Fig. 4.49

は検出限界と重量の関係を示し、バックグラウンド遮蔽材を厚くすることで検出限界を向

上できるが重量は重くなってしまうといった相反する関係が表れている。Fig. 4.50 は計測

時間と検出限界の関係を示し、計測時間を短くすると検出限界が高くなってしまうといっ

た相反する関係が表れている。Fig. 4.51 は計測時間と重量の関係を示し、計測時間を短く

するためにはバックグラウンド遮蔽材を厚くして遮蔽効果を高める必要があり、重量が重

くなってしまうといった相反する関係が表れている。Fig. 4.52 は検出限界と感度の関係を

示し、検出限界と感度は同時に向上されることができるが、その他の目的関数の評価によっ

て、理想点に近い解でも適正解にはなっていないことが表れている。 

Fig. 4.47  Comparison of cost and sensitivity. 
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Fig. 4.48  Comparison of energy resolution and sensitivity. 

Fig. 4.49  Comparison of detection limit and weight. 



138 
 

Fig. 4.50  Comparison of measurement time and detection limit. 

Fig. 4.51  Comparison of measurement time and weight. 
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これらの結果に示すように、H-SRBC の適正解を導出することができた。適正解は、シン

チレータ結晶のサイズが 57mm×57mm×18mm、バックグラウンド遮蔽材の厚さが 8mm、

試料容器のサイズが φ120mm×35mm、計測時間が 23 分である。この時の目的関数の値は、

感度が 5.0×104cpm/(µSv/h)以上、検出限界が 49Bq/kg、エネルギー分解能が 8.1％、コスト

が 19 万円、重量が 9.4kg、サイズが 4.8×103cm3 であり、全ての要求を満たしている。導

出した適正解を基に詳細設計を行い、実際に制作した H-SRBC の外観写真を Fig. 4.53 に示

す。 

以上のように、本モデリング手法を用いて記述したモデル情報を基に、最適化設計を実

行することができた。本研究では、SysML で記述したモデル情報の抽出については手動で

行った。本モデリング手法に対応できるモデル情報抽出アルゴリズムの構築と自動化が今

後の課題である。 

 

 

Fig. 4.52  Comparison of detection limit and sensitivity. 
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4.4.2 最適化問題変更におけるモデル再利用性の検証結果と考察 

従来手法ではシステムデザインにおける一貫したモデリング手法がないため、設計情報

が混在して記述され、モデルの再利用が難しいという課題があった。そこで、本モデリン

グ手法による要求変更の際のモデルの再利用性を検証した。製品システムモデルが変更さ

れるような大きな要求変更の場合は、全体を通して新たにモデリングしシステムデザイン

を行うことになる。そのため、ここでは最適化問題の変更において、製品システムモデル

が再利用できるかを検証した。以下に、結果を述べる。 

前述で適正解を求めた H-SRBC(Ver. 1 とする)に関して、少し異なる市場要求に応えるた

め、最適化問題を変更した。新たに最適化設計する H-SRBC を Ver. 2 とし、要求(目的関数)

の比較をTable 4.8に示す。主要な違いは、Ver. 1では空間放射線量(µSv/h)、放射能濃度(Bq/kg)

の両方が計測できるシステムであったのに対して、Ver. 2では放射能濃度の計測に特化し、

計測時間の短時間化と低コスト化を実現することである。 

製品システムモデルの再利用性を検証するため、比較として、従来の SDSI-Cubic 手法で

最適化問題の変更をモデリングした結果を Fig. 4.54 に示す。ここでは全てを示すことが難

しいため、検出限界(DetectionLimit)の項目に注目した部分のみを示す。最適化問題の定義

において、検出限界(DetectionLimit)に着目すると、感度や計測時間などが関わってくるた

Fig. 4.53  Photograph of the radiation measurement system. 
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め、これに関する全ての記述変更を行う必要がある。Fig. 4.54 の中で、灰色の円で示した

部分が各変更箇所である。具体的には、短時間計測のために計測時間の最大値を 60 分から

30 分に変更が必要であり、Fig. 4.54 の(a) MeasurementTime 要素内に持つ最大値“60”とい

う情報を特定し、Fig. 4.54 の(a’) MeasurementTime 要素内の情報を最大値“30”に変更した。

また低コスト化のためにコストの最大値を200,000円から187,000円に変更が必要であり、

Fig. 4.54 の(b) Cost 要素内の情報(最大値“200000”)を特定し、Fig. 4.54 の(b’)要素内の情報

(最大値“187000”)のように変更した。さらに、感度は目的関数ではなくなったため、    

Fig. 4.54 の(c) Sensitivity という目的関数の要素は、(c’) Sensitivity という初期値をもつ一般

的なパラメータの要素に変更した。 

Fig. 4.54 では要素内の情報を見えやすく出しているが、これらは要素の中に格納されて

いる情報であり、中身を調べてわかる情報である。この例でもわかるように、単純な要求

変更に対しても、製品システムモデル内の各要素が持つ最適化問題の定義情報を探索、変

更箇所を特定する必要がある。しかし、要素内に持つ情報は一目で理解しにくく、一つ一

つ特定と変更を行うことは、非常に複雑で困難である。また最適化問題の変更で、製品シ

ステムモデルの要素や要素が持つ情報を変更するということは、製品システムモデルその

Table 4.8  Requirement comparison of Ver. 1 and Ver. 2. 
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ものが変更されてしまっており再利用できていないということである。 

これに対して、本モデリング手法を用いて、同じ最適化問題の変更をモデリングした結

果を Fig. 4.55 に示す。Fig. 4.55 の上部 Ver. 1 のモデルは、4.3 節のモデリング結果で述べた

モデルの一部である。Fig. 4.54 で示したものと同じ内容の設計変更ではあるが、製品シス

テムモデルはそのまま同じモデルを再利用でき、設計空間固有モデルのみを変更できた。

Fig. 4.55 の中で、灰色の円で示した部分が各変更箇所である。具体的には、Fig. 4.55 の(a)

から(a’)、(b)から(b’)で示した箇所のように、設計空間固有モデル内の要素が持つ情報のみ 

Fig. 4.54  Comparing example of the models (ver. 1/2) using a conventional modeling. 
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Fig. 4.55  Comparing example of the models (ver. 1/2) using new modeling in this study. 



144 

を変更できた。従来手法と比べてその情報が可視化されているため、特定と変更が容易で

ある。また、パラメータに記述すべき項目はプロファイルで定義できているため、Fig. 4.55

の(c)から(c’)で示した箇所(目的関数からパラメータに要素を変更)のように、要素そのもの

を変更する場合も容易である。加えて、設計空間固有モデル内の要素そのものが変更され

ても、その要素から製品システムモデル内の要素への関連付けをし直すだけであり、製品

システムモデル内の要素は変更されない。 

このように、本モデリング手法を用いることで、要求変更に際して、設計空間固有モデ

ルに記述された最適化問題の定義情報の変更箇所を、容易に特定、変更できた。つまり、

設計空間固有モデルのみの変更で、製品システムモデルはそのまま再利用でき、本モデリン

グ手法による製品システムモデルの再利用性について検証できた。 

さらに、最適化問題を変更したモデリング結果を用いて最適化設計を行った結果、シン

チレータ結晶のサイズが 41mm×52mm×20mm、バックグラウンド遮蔽材の厚さが 9mm、

試料容器のサイズが φ120mm×32mm、計測時間が 12 分という適正解が得られた。この時

の目的関数の値は、検出限界が 49Bq/kg、エネルギー分解能が 8.0％、コストが 18 万円、

重量が 9.5kg、サイズが 4.7×103cm3 であり、Ver. 2 への全ての要求を満たすことができる。 

以上のように、本モデリング手法による、要求(最適化問題)変更における製品システム

モデルの再利用性について検証できた。従来の SDSI-Cubic 手法のモデリングでは製品シス

テムモデルを再利用できないのに対して、本モデリング手法では製品システムモデルを完

全に再利用でき、モデルの再利用性が向上した。これは、製品システムモデル、設計空間

固有モデル、ツール連携アルゴリズム固有モデル、設計ツール固有モデルを独立かつ関連

付けて記述できているためである。今回のような最適化問題の変更だけではなく、設計ツー

ルの変更など、該当するモデル内の情報を変更するだけの場合は、他のモデルを変更する

ことなく同様に各モデルの再利用が可能である。つまり本モデリング手法により、設計変

更に合わせて各モデルを再利用でき、モデルの再利用性を向上することができた。 

 

4.4.3 詳細設計(G(E)関数導出)の結果と考察 

ここでは応用展開として、前述の H-SRBC のモデリング結果を基に、シンチレータ結晶

の材料を変更、詳細設計へと実体情報を受け渡し、詳細設計である G(E)関数導出を行った

結果を述べる。 
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まず、H-SRBC のシステムデザインにおいてモデリングした設計空間固有モデル、およ

び設計ツール固有モデルを変更した。ここでの設計変更は、継続した空間放射線量モニタ

リングおよびエネルギー核種判別を高精度に行うための、シンチレータ結晶の形状、材料

の変更である。空間放射線量モニタリングを行うために、あらゆる方向からの放射線を同

等の効率で検出するために、放射線の入射方向に対する方向依存性を小さくする円柱形を

採用することにした。最も方向依存性が小さいのは球形であるが、結晶の加工および光検

出デバイスの実装が難しいことから、本研究では円柱形とした。材料は、エネルギー分解

能をできるだけ向上させるため、高感度化のための大体積化ができるシンチレータ結晶の

中で最もエネルギー分解能の高い材料の 1 つである、SrI2(Eu)シンチレータ結晶 13, 14)を用い

ることとした。それらの情報を設計空間固有モデル、設計ツール固有モデルに記述した結

果の一部を、Fig. 4.56 に示す。Fig. 4.56 に示すように、製品システムモデルに記述されて

いる固体シンチレータの具体的な構造として、設計空間固有モデルに円柱形 SrI2(Eu)結晶

と記述し、さらに設計ツール固有モデルで CAD(Geant4)で円柱形を表現するのに必要な情

報を記述している。ここでは、円柱形を記述するためのステレオタイプを用いて記述して

いる。同様に、SrI2(Eu)の材料情報についても記述した。これらのモデル情報を基に、Geant4

で 3 次元 CAD モデルを構築し、詳細設計へと受け渡した。 

次に、3 次元 CAD モデルを用いて、放射線計測システムの詳細設計の 1 つである G(E)

関数導出を行った。G(E)関数とは、放射線計測システムが計測したエネルギースペクトル

を基に、放射線が人体に与える影響度合い線量(Sv)値を各エネルギーの特性を考慮し算出

するための関数である 15)。簡易的な方式の場合、放射線計測システムが計測した計数率か

ら、標準線源 137Cs で校正した線量変換係数を用いて、空間放射線量を導出している。し

かしこの方式の場合、全ての放射線が持つエネルギーを標準線源 137Cs の放出エネルギー

(662keV)と仮定した値になってしまう。実際には様々なエネルギーを持つ放射線が人体に

影響を与えているため、より高精度な計測を行うためには、Table 4.9 に示すように、各エ

ネルギーによって人体に与える影響が異なることを考慮する必要がある。そこで、放射線

計測システムの詳細設計の 1 つとして、その性能を担保するための G(E)関数の導出が行わ

れている 15)。 

G(E)関数を導出するためには、放射線計測システムが持つ、各エネルギーに対してどの

ように応答しエネルギースペクトルとして出力するか、その特性を求める必要がある。し

かし、その応答特性を求めるためには、様々な入射エネルギーを持つ標準線源が必要であ
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り、その実験は非常に困難なものである。そこで、応答特性はコンピュータ上でシミュレー

トし導出する手法が用いられている。放射線計測システムが持つ応答特性は、形状や材料

といった実体によって決まるものであり、実体情報は不可欠である。 

そこで、前述で構築した 3 次元 CAD モデルを用いて、シミュレーションを行う。シミュ

レーションの様子を、Fig. 4.57 に示す。Fig. 4.57 において、中心の円柱状の物体が設計ツー

ル固有モデルの情報から構築した 3 次元 CAD モデルであり、その他の緑や赤の線がモン

テカルロシミュレーションを行った各放射線の軌跡の様子である。 

Fig. 4.56  Description result in specific model of design tool. 
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シミュレーションは、φ25mm×25mm の SrI2(Eu)シンチレータ結晶に対して、γ 線平行フ

ラックスを照射した場合の、結晶内におけるエネルギー付与をシミュレートする。結晶内

での相互作用は、γ 線に対する光電効果、コンプトン散乱、電子対生成、電子・陽電子に

対するクーロン散乱、電離、制動放射、対消滅といった標準的な電磁相互作用を考慮する。

照射エネルギーは Table 4.9 のエネルギーとし、照射数は各エネルギーについて 100 万発と

した。シミュレーションツールは、Geant4 のシミュレーション機能を実装したプログラム

を用いた。シミュレーションにより求めた応答特性の結果を Fig. 4.58 に示す。また、求め

た応答特性と各エネルギーによる線量値から、最小二乗法により G(E)関数を導出した。そ

の結果を、Fig. 4.59 に示す。 

Table 4.9  Relationship between photon energy and radiation dose16). 

Photon energy H*(10)/Φ
(Mev) (pSv cm2)
0.01 0.061
0.015 0.83
0.02 1.05
0.03 0.81
0.04 0.64
0.05 0.55
0.06 0.51
0.08 0.53
0.1 0.61

0.15 0.89
0.2 1.2
0.3 1.8
0.4 2.38
0.5 2.93
0.6 3.44
0.8 4.38
1 5.2

1.5 6.9
2 8.6
3 11.1
4 13.4
5 15.5
6 17.6
8 21.6

10 25.6



148  

Fig. 4.57  Appearance of gamma ray simulation. 

Fig. 4.58  Response spectrum result. 
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Fig. 4.60 に示す制作した放射線計測システムによる計測で得られたエネルギースペクト

ルに対して、導出した G(E)関数を用いて線量率を算出した。その結果、校正場の 2.00µSv/h

に対して、計算値で 1.92µSv/h を得ることができ、校正場の誤差も考慮すると、G(E)関数

による線量率の算出が可能であることを確認した。 

以上のように、概念設計、基本設計、および詳細設計に繋がるシステムデザインのプロ

セスにおいて、実体情報も含めたモデルを記述することで、詳細設計へとモデルとして設

計情報を受け渡し、繋げることが可能であることを確認できた。 

 

 

Fig. 4.59  Result of derived G(E) function. 
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4.5 考察 

本章では、構築したモデリング手法を用いて、放射線計測システムのモデリングを行っ

た。身の回りの安心、安全を確認できるような、可搬型で放射線量および放射能濃度の計

測が可能な、高コストパフォーマンス放射線計測システムが求められている。しかし、放

射線計測システムは、ハードウェア、ソフトウェアからなる複雑な製品システムであり、

特にシステムデザインにおいて性能の支配因子である実体の考慮が不可欠であったため、

本モデリング手法を適用し、システムデザインプロセスにおける一貫したモデルを構築し

た。 

具体的には、製品システムモデルでは、要求を記述し、その要求を満たす理想システム

構成としてシンチレーションカウンタ方式を選択し、その構成を記述できた。また各シス

テム構成要素が、どのよう要求を満たすべきか、その要求との関係を記述できた。また、

理想システム構成に関わる検出限界やコスト式といった制約関係を記述することができた。

設計空間固有モデルでは、形状や材料、部品選択などを決めるためのより具体的な要求を

記述でき、その要求に対応する具体的なシステム構造を記述できた。また具体的なシステ

ム構造を検討することで、形状や材料などに依存する感度式などの制約関係を記述するこ

Fig. 4.60  Photograph of the radiation measurement module. 
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とができた。その後、SDSI-Cubic手法による適正なシステム構造を導出するためのパラメー

タの情報や最適化問題を記述することができた。ツール連携アルゴリズム固有モデルでは、

SDSI-Cubic 手法の機能と設計ツールの関係を記述することができた。設計ツール固有モデ

ルは、形状や材料といった実体情報をシステムレベルで記述でき、設計ツールと連携する

ための情報を記述することができた。 

応用展開では、SDSI-Cubic 手法による最適化設計を行い、適正解を導出することができ

た。モデルの再利用性については、最適化問題の変更を例に確認することができた。また、

システムレベルでの実体情報のモデルを詳細設計へと受け渡し、詳細設計の1つであるG(E)

関数導出を行うことができた。 

以上のように、システムデザインのプロセスにおいて、一貫したモデルを記述すること

ができ、本モデリング手法を適用することができた。 

 

4.6 結言 

構築したモデリング手法を用いて、ハードウェア、ソフトウェアからなる複雑な製品シ

ステムであり、特にシステムデザインにおいて性能の支配因子である実体の考慮が不可欠

である放射線計測システムのシステムデザインに適用し、モデリングと応用展開を行った。

以下に、結論を述べる。 

1. 本モデリング手法の適用により、4 つのモデル(製品システムモデル、設計空間固有

モデル、ツール連携アルゴリズムモデル、設計ツール固有モデル)とそれぞれのモデ

ルが紐付いた一貫したモデルとして記述された。各モデルは、要求、機能、構造、

制約関係の定義を含む放射線計測システムの製品システムモデル、要求、構造、制

約関係、最適化問題の定義を含む設計空間固有モデル、ツール選択、フローの定義

を含むツール連携アルゴリズムモデル、CAD(Geant4)用の構造、制約関係の定義を含

む設計ツール固有モデルである。 

2. 記述されたモデル情報を基に、SDSI-Cubic 手法が実行され、適正解が導出された。

要求を満たす放射線計測システムの適正設計解は、シンチレータ結晶のサイズが 

57mm×57mm×18mm、バックグラウンド遮蔽材の厚さが 8mm、試料容器のサイズ

が φ120mm×35mm、計測時間が 23 分である。 

3. 最適化問題の変更を例に、モデルの再利用性が確認された。また、設計情報を再利

用しながら形状や材料を変更した放射線計測システムのシステムデザインが行われ、
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システムレベルで記述された形状や配置といった実体情報が詳細設計に受け渡され

ることで、詳細設計の 1つである G(E)関数の導出が可能であった。 

4. このように、放射線計測システムに対して、一貫したモデルベースでシステムデザ

インが可能であったので、さらに様々な放射線計測システムへの展開が期待できる。 

以上、放射線計測システムに適用し、本モデリング手法の検証を行うことができた。 
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第 5 章 結言 

製品システムデザインにおいて、概念設計、基本設計、および各詳細設計へと繋がる一

貫した設計プロセスを支援するモデリング手法が構築されておらず、特に形状や配置といっ

た実体情報が要求から繋がる形でモデリングできていないという課題があった。そこで本

研究では、それらの課題を解決するため、概念設計、基本設計、および詳細設計へと一貫

した情報として繋がるモデリングの概念とその記述方法を合わせたモデリング手法を構築

し、放射線計測システムのシステムデザインへの適用とモデリング手法の検証を行った。

本章では、結言として、各章をまとめ、本論文の最終的な結論を述べる。 

まず第 1 章では、製品システムのシステムデザインにおける従来のモデリング手法の課

題を明らかにした。モデリング手法はモデリング概念とモデル記述方法を合わせたもので

あり、従来のモデリング概念では概念設計、基本設計から詳細設計へと繋がる一貫したモ

デリング概念が構築されていないこと、従来のモデル記述方法でも基本設計および詳細設

計へと繋がる一貫した汎用的なモデル記述方法としては構築されていないことが課題であっ

た。特に、形状や配置といった実体情報がシステムデザインプロセスの中でモデリングさ

れておらず、ハードウェアの詳細設計に繋げることができないという課題があった。それ

に対し、概念設計、基本設計、さらには各詳細設計ドメインへの橋渡しとなるシステムデ

ザインにおいて、一貫してモデルベースで行うことができるように、どのような情報をど

のような観点で捉えモデリングすればよいのか、そのモデリング概念と、それを表現する

ためのモデル記述方法を合わせたモデリング手法の構築が必要であるという結論を得た。 

第 2 章では、第 1 章の課題を受け、一貫したモデルベースのシステムデザインを実現す

るモデリング手法を構築するために、モデリング概念を構築した。具体的には、基本設計

および詳細設計に繋がる部分に関し、モデリング概念が構築されていないという課題に対

して、マルチドメインに関するデザインという観点に着目し、単一設計ドメインからマル

チドメインに展開、システム的な観点で整理することで、モデリングに必要な情報を抽出、

整理した。その結果から、製品システムに関する情報、設計空間に関する情報、ツール連

携アルゴリズムに関する情報、各設計ツールに関する情報という 4 つの観点とそれらの関

係で情報を捉えるモデリング概念を構築した。構築したモデリング概念は、従来技術のモ

デリング概念を包含しており、かつ、新たな観点を加えることで、一貫したモデルベース

のシステムデザインを支援するものである。 

第 3 章では、第 2 章で構築したモデリング概念を基に、モデル記述方法を構築した。具
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体的には、まず従来のモデル記述方法を整理し、本研究で目指すモデル記述方法は SysML

をベースに構築を行うこととした。そして、製品システムモデル、設計空間固有モデル、

ツール連携アルゴリズム固有モデル、設計ツール固有モデルの 4 つのモデルを SysML を拡

張して記述し、それらを紐づけることで一貫してモデルベースのシステムデザインが可能

なモデル記述方法を構築した。さらに、形状や配置といった実体情報については、パラメ

トリックに形状、配置を扱える CAD(Geant4)を用いて、システムレベルでの実体情報のモ

デリングを可能とした。以上、第 2 章、第 3 章の検討により、モデリング概念とモデル記

述方法を合わせた、モデリング手法を構築することができた。 

第 4 章では、構築したモデリング手法を用いて、ハードウェア、ソフトウェアからなる

複雑な製品システムであり、特にシステムデザインにおいて性能の支配因子である実体の

考慮が不可欠である放射線計測システムのシステムデザインに適用し、モデリングと応用

展開を行った。その結果、概念設計、基本設計、さらには詳細設計へと繋がる一貫したモ

デルを記述することが可能であることを検証できた。また、最適化設計による適正解の導

出、要求変更(設計変更)に伴うモデルの再利用性も検証できた。実体情報についても要求

から繋がる形でモデルを記述することが可能であることを検証できた。 

以上より、本研究の最終的な結論を以下に述べる。 

1. 製品システムのシステムデザインにおける従来のモデリング手法の課題は、概念設

計、基本設計、および各詳細設計へと繋がる一貫したモデリング概念およびモデル

記述方法が構築されていないことであった。特に、形状や配置といった実体情報が

システムデザインプロセスの中でモデリングされておらず、ハードウェアの詳細設

計に繋げることができないという課題があった。 

2. 上記の課題を解決すべく、マルチドメインに関するデザインという観点に着目し、

単一設計ドメインからマルチドメインに展開、システム的な観点で整理することで、

モデリングに必要な情報が抽出、整理され、製品システムに関する情報、設計空間

に関する情報、ツール連携アルゴリズムに関する情報、各設計ツールに関する情報

という 4 つの観点とそれらの関係で情報を捉えるモデリング概念が構築された。 

3. 構築されたモデリング概念を基に、製品システムモデル、設計空間固有モデル、ツー

ル連携アルゴリズム固有モデル、設計ツール固有モデルの 4 つのモデルを SysML を

拡張して記述し、それらを紐づけることで一貫してモデルベースのシステムデザイン

が可能なモデル記述方法が構築された。さらに、パラメトリックに形状、配置を扱
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える CAD(Geant4)を用いることで、システムレベルでの実体情報のモデリングが可

能となった。 

4. 構築されたモデリング手法を放射線計測システムのシステムデザインに適用した結

果、概念設計、基本設計、さらには詳細設計へと繋がる一貫したモデルが記述可能

であることが検証された。そして、最適化設計、モデルの再利用性確保、詳細設計

への展開が可能なモデリング手法であることが検証された。 

このように、本研究では、概念設計、基本設計、および詳細設計へと一貫して繋げるモ

デルベースのシステムデザインが実現できていないという課題に対し、モデリング概念の

構築とモデル記述方法の構築を行い、一貫した設計プロセスのためのモデリング手法を構

築できた。また、放射線計測システムのシステムデザインにおけるモデリングと応用展開

を行うことができた。 

現在、“モデルベース”という考え方は、製造業など様々な分野に浸透してきており、そ

の取り組みが進んでいる。しかしながら、モデルベースシステムズエンジニアリングやモ

デルベースシステムデザインといった部門や会社を跨ぐような横断的な取り組みは、思う

ように推進するのが難しいという現実もある。ステークホルダや企業方針によるところも

大いにあるが、いざモデルベースでの仕事の仕組み作りを進めようとした際に、どのよう

に進めればよいか、という指針が明確なっていないというのも一つの大きな要因である。

特に製品システムの設計においては、現場の設計者が使いやすく、創造性が発揮できる仕

組みが必要である。 

システムズエンジニアリングのプロセス標準は概略的であり、そのまま適用するのは難

しい。またモデルの記述方法があっても、道具があるだけであり、その道具をどのように

使うかというのは、その都度考えなくてはならない。つまり、概略のプロセスに沿って、

具体的にモデルベースを進める手順があり、それを実行する道具が揃って初めて、モデル

ベースでの仕事の仕組みを検討することができる。 

本研究は、その一助となるべく研究を進めたものであり、基本的な考え方となるモデリン

グ手法を構築することができた。今後、製品システムが益々大規模化、複雑化していく中

で、現在よりもさらに効率的で高付加価値を生むシステムデザインが求められていく。そ

して、モデルベースのシステムデザインを行う仕組み作りはさらに加速して進められる。

その中で、本研究で得られた知見は、その支援をすることができ、ひいては社会を豊かに

するより良いものづくりに寄与できるものである。 
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付録 A 放射線計測システムのシステムデザインにおけるモデリング結果 

A.1 製品システムモデルのモデリング結果 

A.1.1 放射線計測システムの理想システム構成のモデリング結果 

ここでは、第 4 章で示した理想システム構成要素と要求との対応関係の記述結果を述べ

る。要求図を用いて詳細化した要求に対して、システム構成要素を充足関係で結び、どの

要求をどの構成要素で満たすのか、またその構成要素が満たすべき仕様を明らかにする。4

章で述べた記述結果以外について、Fig. A.1～Fig. A.10 に示す。Fig. A.1 は信号処理部と要

求の関係、Fig. A.2 はバックグラウンド遮蔽部と要求の関係、Fig. A.3 は温度センサおよび

温度補償機能と要求の関係、Fig. A.4 は反射材、遮光材、光検出デバイスと要求の関係、

Fig. A.5は核種判別機能と要求の関係、Fig. A.6はスペクトルデータ作成機能と要求の関係、

Fig. A.7 はデータ保存機能と要求の関係、Fig. A.8 は試料容器と要求の関係、Fig. A.9 は

H-SRBC ケースと要求の関係、Fig. A.10 は電源部と要求の関係を記述した結果を示してい

る。 

Fig. A.1  Relationship between requirement and signal processing part. 
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Fig. A.2  Relationship between requirement and BG shield part. 

Fig. A.3  Relationship between requirement and temperature sensor/ temperature correction. 
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Fig. A.4  Relationship between requirement and reflective material/ light shielding material/ 

light detection device. 



164  

Fig. A.5  Relationship between requirement and nuclide discrimination. 

Fig. A.6  Relationship between requirement and spectrum data creation. 

Fig. A.7  Relationship between requirement and data storage. 
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Fig. A.8  Relationship between requirement and sample container. 

Fig. A.9  Relationship between requirement and H-SRBC case. 
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このように、理想システム構成をモデリングし、さらにシステム構成要素と要求との関

係を明確に記述することができた。 

 

A.1.2 理想システム構成に関する制約関係のモデリング結果 

ここでは、第 4 章で示した理想システム構成に関する制約関係の記述結果を述べる。ブ

ロック定義図でパラメータの型、制約式を記述し、内部ブロック図で各パラメータがどの

構成要素に属するかを記述し、パラメトリック図で制約関係を可視的に記述する。4 章で

述べた記述結果以外について、Fig. A.11～Fig. A.22 に示す。パラメータの型を記述した結

果は重複するため省略し、各構成要素に関して、ブロック定義図を用いた制約式、内部ブ

ロック図、パラメトリック図を記述した結果を順に示す。Fig. A.11～Fig. A.13 は H-SRBC

Fig. A.10  Relationship between requirement and power supply part. 
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全体の重量に関する制約関係、Fig. A.14～Fig. A.16 はバックグラウンド遮蔽部の重量に関

する制約関係、Fig. A.17～Fig. A.19 は空間放射線の線量に関する制約関係、Fig. A.20～  

Fig. A.22 は試料の γ 線放出に関する制約関係を記述した結果を示している。 

Fig. A.13  Description result of constraint relationship relating to weight. 

Fig. A.11  Result of assigning parameter to H-SRBC. 

Fig. A.12  Description result of constraint relating to weight. 
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Fig. A.16  Description result of constraint relationship relating to BG shield weight. 

Fig. A.14  Result of assigning parameter to BG shield part. 

Fig. A.15  Description result of constraint relating to BG shield weight. 
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Fig. A.19  Description result of constraint relationship relating to gamma ray emission. 

Fig. A.17  Result of assigning parameter to ambient radiation. 

Fig. A.18  Description result of constraint relating to gamma ray emission. 
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Fig. A.22  Description result of constraint relationship relating to gamma ray incident. 

Fig. A.20  Result of assigning parameter to sample container. 

Fig. A.21  Description result of constraint relating to gamma ray incident. 
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このように、理想システム構成に関する制約関係をモデリングすることができた。 

 

A.2 設計空間固有モデルのモデリング結果 

A.2.1 設計空間に関する要求のモデリング結果 

ここでは、第 4 章で示した具体的なシステム構造(例えば形状や材料など)を導出するよ

うな要求の記述結果を述べる。要求図を用いて、製品システムモデルで定義した要求をさ

らに詳細化する。4 章で述べた記述結果以外について、Fig. A.23～Fig. A.26 に示す。これ

らの記述結果には、要求と具体的なシステム構造要素との関係も記述している。Fig. A.23

は信号処理部の要素に繋がる要求、Fig. A.24 は直方形 CsI(Tl)シンチレータ結晶に繋がる要

求、Fig. A.25 は円筒形 Pb バックグラウンド遮蔽材に繋がる要求、Fig. A.26 は中空直方形

Al ハウジングケースに繋がる要求を記述した結果を示している。 

 

Fig. A.23  Relationship between requirement and signal processing part component. 
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Fig. A.25  Relationship between requirement and cylindrical BG Shield part (Pb). 
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このように、設計空間に関する要求と、具体的なシステム構造との関係をモデリングす

ることができた。 

 

A.2.2 設計空間に関する放射線計測システムの具体的なシステム構造のモデリング結果 

ここでは、第 4 章で示した設計意図や設計目的から具体化されたシステム構造の記述結

果を述べる。ブロック定義図を用いて、製品システムモデルで定義したシステム構成に対

して、具体的なシステム構造を記述する。4 章で述べた記述結果以外について、Fig. A.27

～Fig. A.33 に示す。Fig. A.27 は光検出デバイスの具体的な部品、Fig. A.28 は信号処理部の

構成要素、Fig. A.29 は制御部の具体的な構造選択、Fig. A.30 は電源部の具体的な構造選択、

Fig. A.31 は計算部の具体的な構造選択、Fig. A.32 は表示部の具体的な構造選択、Fig. A.33

は位置センサの具体的な構造選択を記述した結果を示している。 

Fig. A.26  Relationship between requirement and hollow rectangular parallelepiped housing  

case (Pb). 
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Fig. A.27  Specific system structure of light detection device. 

Fig. A.28  Specific system structure of signal processing part. 

Fig. A.29  Specific system structure of control part. 

Fig. A.30  Specific system structure of power supply part. 
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このように、設計空間に関する具体的なシステム構造をモデリングすることができた。 

 

Fig. A.31  Specific system structure of calculation part. 

Fig. A.32  Specific system structure of display part. 

Fig. A.33  Specific system structure of position sensor. 
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A.2.3 具体的なシステム構造に関する制約関係のモデリング結果 

ここでは、第4章で示した具体的なシステム構造に関する制約関係の記述結果を述べる。

ブロック定義図でパラメータの型、制約式を記述し、内部ブロック図で各パラメータがど

の構成要素に属するかを記述し、パラメトリック図で制約関係を可視的に記述する。4 章

で述べた記述結果以外について、Fig. A.34～Fig. A.59 に示す。パラメータの型を記述した

結果は重複するため省略し、各構造要素に関して、ブロック定義図を用いた制約式、内部

ブロック図、パラメトリック図を記述した結果を順に示す。Fig. A.34～Fig. A.36 は H-SRBC

ケースの体積に関する制約関係、Fig. A.37～Fig. A.41 は円筒形 Pb バックグラウンド遮蔽部

の遮蔽効果と体積に関する制約関係、Fig. A.42～Fig. A.44 は円筒試料容器の体積に関する

制約関係、Fig. A.45～Fig. A.47は検知部実体のエネルギー分解能に関する制約関係、Fig. A.48

～Fig. A.50は直方形センサ部の感度に関する制約関係、Fig. A.51～Fig. A.59は直方形CsI(Tl)

シンチレータ結晶の縦横条件、体積、幾何学的エネルギー分解能、絶対効率に関する制約

関係を記述した結果を示している。 

Fig. A.34  Result of assigning parameter to rectangular parallelepiped H-SRBC case. 

Fig. A.35  Description result of constraint relating to case size. 
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Fig. A.36  Description result of constraint relationship relating to case size. 
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Fig. A.37  Result of assigning parameter to cylindrical BG shield part (Pb). 

Fig. A.38  Description result of constraint relating to shielding effect. 
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Fig. A.39  Description result of constraint relationship relating to shielding effect. 

Fig. A.40  Description result of constraint relating to BG shield volume. 
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Fig. A.44  Description result of constraint relationship relating to sample volume. 

Fig. A.42  Result of assigning parameter to cylindrical sample container. 

Fig. A.43  Description result of constraint relating to sample volume. 

Fig. A.45  Result of assigning parameter to detection part entity. 
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Fig. A.46  Description result of constraint relating to energy resolution. 
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Fig. A.47  Description result of constraint relationship relating to energy resolution. 

Fig. A.48  Result of assigning parameter to rectangular parallelepiped sensor part. 
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Fig. A.50  Description result of constraint relationship relating to sensitivity. 

Fig. A.49  Description result of constraint relating to sensitivity. 
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Fig. A.51  Result of assigning parameter to rectangular parallelepiped CsI(Tl) crystal. 
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Fig. A.53  Description result of constraint relationship relating to scintillator conditions. 

Fig. A.52  Description result of constraint relating to scintillator conditions. 

Fig. A.54  Description result of constraint relating to scintillator volume. 
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Fig. A.55  Description result of constraint relationship relating to scintillator volume. 

Fig. A.56  Description result of constraint relating to geometric energy resolution. 



189  

Fi
g.

 A
.5

7 
 D

es
cr

ip
ti

on
 r

es
ul

t o
f 

co
ns

tr
ai

nt
 r

el
at

io
ns

hi
p 

re
la

ti
ng

 to
 g

eo
m

et
ri

c 
en

er
gy

 r
es

ol
ut

io
n.

 



190 

このように、具体的なシステム構造に関する制約関係をモデリングすることができた。 

 

A.2.4 最適化問題のモデリング結果 

ここでは、第 4 章で示した最適化設計を行うための、パラメータの情報、最適化問題の

記述結果を述べる。4 章では、最適化問題の定義を示したので、ここでは、パラメータの

記述結果を示す。ブロック定義図を用いて、製品システムモデルおよび設計空間固有モデ

ルにて定義されたパラメータの型<<ValueType>>の全ての要素に対して、3 章で定義した

<<Parameter>>というステレオタイプ要素で、パラメータの情報を記述する。記述結果を

Fig. A.60～Fig. A.64 に分割して示す。 

 

Fig. A.59  Description result of constraint relationship relating to absolute efficiency. 

Fig. A.58  Description result of constraint relating to absolute efficiency. 
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Fig. A.60  Description result of parameter definition (1/5). 
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Fig. A.61  Description result of parameter definition (2/5). 
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Fig. A.62  Description result of parameter definition (3/5). 
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Fig. A.63  Description result of parameter definition (4/5). 
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Fig. A.64  Description result of parameter definition (5/5). 
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このように、最適化設計を行うためのパラメータの情報を記述することができた。 

 

A.3 設計ツール固有モデルのモデリング結果 

A.3.1 CAD(Geant4)のためのシステム構造のモデリング結果 

ここでは、第 4 章で示した設計空間固有モデルで記述したシステム構造に対する

CAD(Geant4)用の構造の記述結果を述べる。ブロック定義図を用いて、Geant4 用の情報を

記述するためのステレオタイプを用いた要素で記述を行う。4 章で述べた記述結果以外に

ついて、Fig. A.65～Fig. A.72 に示す。Fig. A.65 は形状の回転を決めるための情報、Fig. A.66

は配置の母体となる実体に関する情報、Fig. A.67～Fig. A.72は中空直方形Alハウジングケー

スの配置、物性、形状を決めるための情報を記述した結果を示している。 

Fig. A.65  Description result of rotation information. 
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Fig. A.69  Description result of Al material information. 

Fig. A.68  Description result of housing case entity information. 
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Fig. A.70  Description result of housing case shape information. 
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Fig. A.71  Description result of housing case outer shape information. 
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このように、CAD(Geant4)のためのシステム構造を記述することができた。 

 

A.3.2 CAD(Geant4)のためのシステム構造に関する制約関係のモデリング結果 

ここでは、第 4 章で示した CAD(Geant4)のためのシステム構造に関する制約関係の記述

結果を述べる。この制約関係には、製品システムモデルおよび設計空間固有モデルとの間

に生じる制約関係を含む。ブロック定義図で制約式を記述し、内部ブロック図でパラメー

タのシステム構造要素への割り当てを記述し、パラメトリック図で制約関係を可視的に記

述する。4 章で述べた記述結果以外について、Fig. A.73～Fig. A.75 に示す。これらは中空

直方形Alハウジングケースの幾何情報に必要なパラメータに関する制約関係を示しており、

Fig. A.72  Description result of housing case inner shape information. 
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シンチレータ結晶のパラメータや設計空間固有モデルのAl密度パラメータとの関係を記述

している。 

Fig. A.73  Result of assigning parameter to Geant4 structure. 
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Fig. A.75  Description result of constraint relationship relating to housing case geometry. 

Fig. A.74  Description result of constraint relating to housing case geometry. 
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このように、CAD(Geant4)のためのシステム構造に関する制約関係を記述することがで

きた。 

以上、放射線計測システムのシステムデザインにおいて、本モデリング手法を用いてモ

デルを記述した結果を示し、本モデリング手法が適用できることを確認した。 
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